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人類は、これまで、様々な恵みを与えてくれる優しい自然、時には命すら脅かす厳しい自然と、共に歩んできた。 
 

私たちは、培ってきた技術で、人類と自然が調和した社会を実現し、誰もが幸せを実感できる未来を拓く。 
 

自然の恵みを活かし、その営みを支え、脅威に備えることで、人々の笑顔を次代につなぐ。 

はじめに 
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 ご挨拶 

 

 

 

 

 

気候変動、自然資本の劣化、資源・エネルギー制約、人権や地域社会への配慮など、企業を取り巻く課題は、   
もはや将来のリスクではなく、いま私たちが正面から向き合うべき経営課題です。こうした時代において、企業に
求められるのは、社会の変化に受け身で対応することではありません。自らの事業を通じて、社会の持続可能性を
支え、未来に必要とされる価値を創り出していく強い意志と実行力です。 

カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環境負荷をゼロにする」ことと、「人々の幸福を最大化す
る」ことを掲げています。私たちが目指すResilience Eco Society®は、環境との調和を図るとともに、人々の暮ら
しや社会・経済活動のレジリエンスを高める社会です。廃棄物処理、水、エネルギー、防災など、人々の生活に欠
かせない社会インフラの機能を守り、高めていくことは、これからの社会において一層重要になっています。だか
らこそ私たちは、こうした社会インフラを支える責任を自らの使命として受け止め、社会にとって「なくてはなら
ない」存在であり続けたいと考えています。 

2026年版の本レポートでは、TCFD、TNFDおよびTISFD Beta Version 0.1を参照し、気候・自然・人と社会を一
つの経営ストーリーとして整理しました。気候変動や自然資本への対応を個別の環境課題として捉えるだけでな
く、事業が影響を与える人々、事業を支える人々、地域社会、サプライチェーンとの関係を含めて、依存、インパ
クト、リスクおよび機会、戦略、移行計画、指標・目標に接続しています。 

本レポートは、カナデビアグループの現在地と、2050年に向けた挑戦の方向性を示すものです。すべてが完成し
た姿を示すものではありません。むしろ、未完成であることを率直に認めながら、それでも進むべき方向を明確に
し、課題から逃げず、一つひとつ実行に移していくという私たちの決意を示すものです。私たちは、技術と実装力
を磨き続け、現場での実践を積み重ねることで、社会の期待を超える価値を生み出してまいります。 

その実現に向けて最も重要なのは、社員一人ひとりが、自らの仕事の先にある人々の暮らし、地域社会、そして
次の世代の未来を思い描き、誇りと責任を持って行動することです。同時に、ステークホルダーの皆さまと率直に
対話し、時には厳しいご意見も受け止めながら、よりよい社会インフラ、資源循環、自然との共生、人々の幸福の
あり方をともに考えていきたいと思います。対話と実行を積み重ねることこそが、私たちの変革を前に進める力です。 

カナデビアグループは、環境との調和を図りながら、人々が安心して暮らし続けられるレジリエントな社会の実
現に向けて、技術の力と現場の力を結集し、挑戦を続けてまいります。ステークホルダーの皆さまには、本レポー
トを通じて、私たちの取組と今後の課題をご理解いただくとともに、カナデビアグループの挑戦に対する率直なご
意見を賜りますようお願い申し上げます。 

2026年10月 
代表取締役 取締役社⾧ 兼 グループCEO  
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カナデビアグループが、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、 
個別のテーマとしてではなく、カナデビアグループの事業、戦略、移行計画、リスク管理、指標・目標に接続する
一つの経営ストーリーとして整理した内容について、ハイライトをご紹介します。 

1
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 本章の位置づけ 
本章は、カナデビアグループの気候・自然・人と社会に関する開示レポート 2026(以下、

「本レポート」という)の全体像を、短時間で把握いただくためのハイライトです。本レポート
は、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、個別のテーマと
してではなく、カナデビアグループの事業、戦略、移行計画1)、リスク管理、指標・目標に接
続する一つの経営ストーリーとして整理することを目指しています。 

2026年版では、2025年4月1日から2026年3月31日までの実績を主な対象とし、報告期間後の
気候・自然関連の事象、ならびに同期間に新たに入手した情報は2026年8月31日まで反映して
います。2050年のサステナブルビジョン2)からバックキャストし、2030年、2040年、2050年に
向けた価値創造の方向性を示します。本章では、その要点を概観し、報告の前提、分析結果、
管理プロセス、指標・目標の詳細については、第2章以降で説明します。 

 

 

 カナデビアグループが目指す社会像 
カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環境負荷をゼロにする」ことと、

「人々の幸福を最大化する」ことを掲げています。これらは別々の目標ではありません。自然
や環境の劣化を抑制することは、人々の安全・安心、健康、生活基盤、地域の持続可能性を支
える前提であり、人々の能力、信頼、つながりを高めることは、環境価値を社会に実装し続け
るための基盤になります。 

この考え方の基礎にあるのが、国際NGO The Natural Stepが提唱する「持続可能性4原則3)」
です  。第1から第3の原則は、地殻由来物質、人間社会が作り出した物質、自然の物理的劣化に
関する環境面の持続可能な社会の実現に必要な環境面の条件(または考え方)を示しています。第
4の原則は、人々が基本的ニーズを満たそうとする行動を妨げる構造的な障壁をなくすことを求
めています。 

カナデビアグループの事業は、廃棄物、水、エネルギー、防災、社会インフラを通じて、地
域の環境負荷を自然資本の環境復元力4)の範囲内にとどめると同時に、人々の安全・安心、健
康、能力、公平を支えることを目指しています。自然や環境の劣化の抑止が人々の幸福を支
え、人と自然の関係性の改善が自然や環境の回復を支える循環を、社会インフラとして実装し
ていくことが、カナデビアグループが目指すサステナブルな社会像、Resilience Eco Society®5)です。 

グループCEOインタビューでは、社会インフラを「なくてはならない」ものとして支えるこ
と、環境価値・社会価値を⾧期的な企業価値向上へつなげること、バリューチェーン6)全体から
社会を変えていくことについて、経営者の考えを紹介しています。詳細は第1章の特別コラムを
ご参照ください。 
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 2026年版レポートの主な特色 
 2026年版の最大の特色は、TCFD7)、TNFD8)およびTISFD Beta Version 0.1(TISFD β版)9)を参
照し、気候・自然・人と社会を一つの経営ストーリーとして整理したことです。気候・自然・
人と社会を個別テーマとして並べるのではなく、依存、インパクト、リスクおよび機会、戦
略、移行計画、指標・目標、データガバナンス10)を一体的に説明することを試みています。 

 第二の特色は、「人々の幸福を最大化する」ことを理念にとどめず、経営課題として整理し
始めたことです。2026年版では、TISFD β版を参照し、カナデビアグループの事業が影響を与
える人々と、事業を支える人々の双方を視野に入れ、人と社会に関する依存、インパクト、リ
スクおよび機会分析、戦略、移行計画、指標・目標への接続を試行的に整理しています。人と
社会に関する分析は初期段階にありますが、今後、データ取得、管理プロセス、指標・目標の
設定を段階的に高度化していく領域です。 

 第三の特色は、水、資源循環、地域レジリエンス11)に関する戦略的整理を進めたことです。
水は、自然資本、気候変動への適応、資源循環、人々の生活基盤をつなぐ重要な社会インフラ
です。水事業については、下水処理、バイオメタネーション12)、海水淡水化、リン・窒素の回
収等を通じた水資源・生態系保全への貢献を、自然資本および地域レジリエンスの観点から整
理しています。水は、気候・自然・人と社会をつなぐ重要な実装領域であり、今後、利水、資
源回収、地域循環、地域共創の視点から、カナデビアグループの戦略との接続をさらに高度化
していく領域です。 

 第四の特色は、統合戦略や移行計画に加え、KGI/KPI13)およびデータガバナンスを含む実
行・管理・測定の骨格を示したことです。気候・自然に関する指標と目標は、既に設定してい
るKPIを起点に高度化し、人と社会および統合価値に関する指標は、TISFD β版対応を踏まえて
段階的に定義していきます。また、GHG14)を先行領域としつつ、自然・人と社会を含む非財務
データを、将来的な制度開示や第三者保証15)に耐え得る経営情報へ段階的に高めるため、   
データガバナンスの方向性を整理しています。 

 第五の特色は、マテリアリティ16)である7つの成功の柱17)と気候・自然・人と社会の関係性を
示したことです。7つの成功の柱はサステナブルビジョンである「環境負荷をゼロにする」こ
と、および「人々の幸福を最大化する」ことを実現するために定めたものです。その達成に向
け、2050年までのターゲットを詳細化し、移行計画について記載しています。 

 

 分析から戦略・移行計画へ 
本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会分析、

シナリオ分析18)、重要な場所の整理、リスク・機会分析を通じて、カナデビアグループの 事
業が環境価値、社会価値の創出と企業価値向上をどのように両立し得るかを検討しています。
気候に関しては、販売した製品の使用時に発生するGHG排出、とりわけごみ焼却発電施設の使
用に伴う排出が重要な論点となります。自然に関しては、カナデビアグループが事業の中で取
り組む資源循環に加え、土地、淡水、海底の利用、水利用、固体廃棄物、鉱物使用等が、事業
活動における重要なインパクトやリスク要因として把握されています。 

依存・インパクトは、カナデビアグループの事業リスクと直接結びついています。例えば、
GHG排出は、炭素規制や顧客の脱炭素要求、製品・技術に求められる環境性能の高度化を通じ
て、追加コストや受注競争力に影響する可能性があります。水利用は、水不足や渇水、取水制
限等による製造・建設・操業の制約につながり得ます。また、鉱物・資源利用は、資材価格、
調達先の集中、供給制約等を通じて、製造コストや受注機会に影響します。分析では、GHG排
出、水利用、鉱物利用に伴う環境負荷に加え、設計・製造段階における水利用、運転段階にお
ける固体廃棄物についても、重要な財務リスクにつながり得る論点として整理しています。 

 これらの分析は、カナデビアグループが、廃棄物処理、水、エネルギー、防災などの社会イ
ンフラに関する技術・運営力を通じて、地域の環境負荷低減、資源循環、脱炭素化、生活基盤
の安定、災害への備えにどのように貢献できるか、という機会を検討する基礎となります。   
すなわち、自然や社会へのインパクトは、負の影響として管理すべき対象であると同時に、カ
ナデビアグループが持つ技術・事業基盤によって改善し得る社会課題でもあります。廃棄物の
適正処理、公衆衛生の改善、資源・エネルギーの回収、水環境の保全、災害への備え等の正の
インパクトを拡大することは、社会価値の創出と新たな事業機会の獲得を同時に実現する可能
性があります。このため、本レポートでは、依存・インパクト分析を、負の影響を低減するリ
スク管理だけでなく、社会や地域の課題を事業機会へ転換するための分析として位置づけています。 
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「水」は、自然資本、気候変動への適応、資源の循環など、人々の生活基盤に欠かせない   
社会インフラです。カナデビアグループは、下水処理、バイオメタネーション、海水淡水化、
リン・窒素の回収等を通じ、自然資本および地域レジリエンスの観点から整理しています。特
に水ストレスが高い地域では、水質や淡水利用に加え、生活用水、公衆衛生、サービス継続性
等も重要な課題となることから、自然へのインパクトと人・社会への影響を一体的に捉えてい
きます。今後は、水処理そのものの環境性能にとどまらず、再生水利用、汚泥資源化、リン・
窒素回収、バイオガス19)等を農業、エネルギー、生活インフラとつなぎ、「水・土壌・バイオ
資源・食料」の循環として事業を捉えていきます。さらに、水門等の治水・防災事業も含め、
自然資本の保全、気候変動への適応、地域の生活基盤を一体として支える事業への展開を進め
ていきます。 

人と社会についても、同様に、依存・インパクトと事業リスクが相互に結びついています。
カナデビアグループの事業は、技術者・技能者、安全文化、サプライヤーの供給力・品質・   
納期対応力、顧客・自治体・地域社会との信頼関係等に依存しています。一方で、事業活動
は、雇用、技能形成、安全・安心な生活基盤、衛生・公衆衛生、エネルギーや水へのアクセス
等の正のインパクトを生み出すとともに、労働災害、人権上の課題、過重な業務負荷、騒音、
交通、排出、土地・水利用等を通じて負のインパクトを与える可能性があります。 

こうした負のインパクトは、既存の経営リスクとも連動します。例えば、発注条件、仕様変
更、納期設定等が取引先で働く人々に過度の負担を与えれば、それは人と社会への負のインパ
クトであると同時に、品質、納期、調達安定性、コスト、取引先との信頼というカナデビアグ
ループ自身のリスクとして返ってきます。また、施設の建設・運転に伴う安全、騒音、交通、
排出等への配慮が不十分であれば、地域社会への負のインパクトとなるだけでなく、社会的受
容20)、事業継続、顧客からの信頼にも影響します。このように、インパクト管理とERM21)上の
リスク管理を分断せず、相互の発生経路を捉えることが重要です。 

また、主要な日本国外事業を担うスイスの子会社であるカナデビアイノバ(Kanadevia Inova 
AG)の取組は、カナデビアグループが目指すResilience Eco Society®を事業として実装するうえ
での重要な先行例です。欧州では、廃棄物インフラが、資源循環、脱炭素化、エネルギー安全
保障を同時に支える社会基盤として位置づけられつつあります。 

カナデビアイノバは、ごみ焼却発電(Waste to Energy(WtE)22)、Waste to X(WtX)23))および再
生可能ガスに関する設計・調達・建設(Engineering、Procurement、Construction(EPC)24)、
運転・保守(Operation& Maintenance (O&M)25))、資産運用、プロジェクト開発、ファイナンス
等を組み合わせ、単発の設備提供にとどまらないライフサイクル価値26)提供を進めています。
また、ごみ焼却発電施設のCO2回収施設を受注するなど、資源循環・脱炭素化分野における技
術開発にも積極的に取り組んでいます。こうした取組は、カナデビアグループが今後、環境価
値を事業として実装し、地域や顧客が使い続けられる形で社会価値へつなげるうえで、重要な
示唆を与えるものです。 

環境価値を生む技術も、導入可能な価格(affordability27))、安定的な運営、地域との信頼、          
安全・人権・技能・サプライチェーン28)等の実装基盤がなければ、社会価値にはつながりません。
本レポートでは、これを「公正な社会実装29)」として統合戦略・移行計画に接続しています。 

カナデビアグループは、自然や人と社会への負のインパクトを低減するとともに、事業が依
存する自然資本、人的・社会的基盤、サプライチェーン、地域との信頼を強化し、脱炭素、資
源循環、水循環、防災・地域レジリエンスの事業価値へ転換していきます。これがResilience 
Eco Society®の中核です。 

2030年代には既存事業と脱炭素技術を組み合わせた地域課題解決モデルを形成し、2040年代
には廃棄物、水、炭素、エネルギー、バイオ資源、防災等を地域単位で統合した事業へ発展さ
せます。2050年には、多様なResilience Eco Society®モデルを世界各地で展開し、環境・社会
価値と持続的な収益の両立を目指します。 
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内容 主な掲載章 知りたいこと 

レポート全体の要点、 
2026年版の特色、主な読みどころ 

第1章 ： 
ハイライト まず全体像をつかみたい 

対象範囲、報告期間、参照フレーム
ワーク、重要性の考え方 

第2章 ： 
報告の基礎と開示の考え方 報告の前提を確認したい 

取締役会、グループCxO30)、委員
会、統合型リスク管理(Enterprise 
Risk Management(ERM))との接続 

第3章：  
ガバナンス 経営の監督体制を知りたい 

気候・自然・人と社会に関する 
依存・インパクト・リスク・ 
機会分析、シナリオ分析、 
戦略上の示唆、移行計画 

第4章 ： 
戦略 分析と戦略を確認したい 

ERM、内部統制31)、事業判断、サプ
ライチェーン管理、人権デュー・デ
リジェンス(Due Diligence (DD))32) 

との接続 

第5章 ： 
リスクとインパクトの管理 

リスク管理の仕組みを 
知りたい 

グローバル中核開示指標、 
気候・自然の目標 

第6章： 
測定指標とターゲット 指標と目標を確認したい 

LCIA(Life Cycle Impact Assessment) 33)

分析、サプライヤー人権DD、カナデ
ビアイノバ、水事業、地域事例等 

付録・コラム 詳細な方法や事例を 
確認したい 

 本レポートの読み方 
本レポートは、気候・自然・人と社会に関する開示を、章ごとに分けて並列に示すのではな

く、共通の経営ストーリーとして構成しています。本章は、レポート全体の入口です。短時間
で要点を把握したい場合は本章を、分析や戦略の根拠を確認したい場合は第4章を、指標や目
標を確認したい場合は第6章を中心にご覧ください。個別の分析方法や事例については、付録
およびコラムで補足しています。 

 

表1-1：レポートの読み方 
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社会価値を企業価値につなぐResilience Eco Society® 

私たちカナデビアが目指しているのは、環境との調和を図るとともに、人々の暮らしや 
社会・経済活動のレジリエンスを高める「Resilience Eco Society® 」です。  

2050年を見据えても、社会がどのような姿になっているのかを正確に予測することはでき
ません。カーボンニュートラル34)への移行をはじめ、社会の変化の速度は必ずしも私たちの
想定どおりには進まないかもしれません。しかし、時間軸が変わったとしても、カナデビア
が目指す社会の姿そのものが変わるわけではありません。その社会を実現するために、私た
ちの技術や事業が必要になるという確信があるからです。 

 

「なくてはならない」を支えることが、社会価値になる 

私たちの事業の多くは、社会インフラに関わっています。廃棄物処理やエネルギー、水を
はじめ、人々が生活していくために必要不可欠なものです。こうしたインフラは、平常時に
はその存在が強く意識されないかもしれません。しかし、自然災害やパンデミック、戦争な
ど、社会を取り巻く不確実性が高まる中では、どのような状況にあっても社会の基本的な機
能をできる限り維持することが求められます。 

私は、社会インフラを「あって当たり前」のものというより、「なくてはならない」もの
として捉えています。その機能をより強靱にし、効率性を高め、環境への負荷を低減してい
くこと。それ自体が、人々の幸福を支える大きな社会価値ではないでしょうか。 

Resilience Eco Society®という言葉には、そうした考えを込めています。環境に配慮する
だけではなく、人々が安心して暮らし続けられる社会のレジリエンスを高める。その双方を
実現していくことが重要です。 

特別コラム グループCEOインタビュー 
代表取締役 取締役社⾧ 
兼 グループCEO 
桑原 道 「なくてはならない」を支える会社へ 

短期のトレードオフを、⾧期の視点で乗り越える 

一方で、環境や社会に関する取組と経済合理性は、短期的には必ずしも一致しません。
例えば、人権に配慮した調達を進めれば、コストが上昇することがあります。環境負荷を
低減するための投資も、直ちに収益として回収できるとは限りません。そのため、短期的
な視点だけで考えると、社会価値と経済価値はトレードオフに見えることがあります。 

しかし、⾧期の時間軸で考えれば、この関係はやがて変わっていくと私は考えています。
人権や環境に配慮した事業活動が社会から評価され、発注先を選ぶ際の重要な判断材料に
なる。公共事業を含め、サステナビリティへの取組自体が企業の提供価値として認識され
るようになる。そのような社会になれば、現在は「コスト」と見えているものも、将来は
「バリュー」へと変わり得ます。 

だからこそ、私たちは⾧期の視点を持たなければなりません。 

Resilience Eco Society®の実現には時間がかかります。洋上風力や水素など、社会実装ま
で⾧い時間軸を要する分野への投資も必要です。それでも取組を続けるのは、将来実現し
たい社会の姿があるからです。 

言葉で世界観を示すだけでは十分ではありません。投資や技術開発、事業活動という具
体的な行動によって、私たち自身がその実現可能性を示していく。その積み重ねによって、
ステークホルダーの皆さまにも私たちが描く将来像への共感を広げていきたいと考えています。 

 

環境価値・社会価値を、企業価値へ 

現在、環境価値や社会価値と経済価値は必ずしも同義ではありません。しかし、2050年
を見据えたとき、環境や社会に対して企業が生み出す価値は、今以上に適切に評価される
社会に近づいていくと考えています。これは単なる期待ではなく、カナデビアグループが
⾧期的に目指す重要な方向性です。そのためには、社会の変化を待つだけでは不十分です。 

私たち自身がどのような社会を実現したいのかを発信し、ステークホルダーに働きかけ
ていくことも必要です。私たちが考える世界観や社会観を提示し、必要に応じて、行政の
制度設計に関する対話にも参画していく。そうしたソートリーダーシップも、これからの
カナデビアに求められる役割だと考えています。 
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バリューチェーン全体から社会を変えていく 

カナデビアの事業も変化しています。これまでは、バリューチェーンの一部を担う事業
が中心でした。しかし現在は、EPCから下流のサービスへ、そしてさらに上流へと関与領
域を広げています。将来は、バリューチェーン全体に関与し、そこから価値を生み出す企
業へと変わっていくと考えています。 

廃棄物処理の分野であれば、単に焼却するだけではありません。Waste to Energyから、
さらにWaste to Xへと発展させ、エネルギーだけでなく価値あるものを回収し、再び循環の
中に戻していく。 

そのためには、その地域でどのような暮らしが営まれ、どのようなものが排出され、ど
のように回収されているのかまで理解する必要があります。地域の特性に応じた解決策を
生み出すには、焼却、発酵、資源回収などの基礎的な技術を持ち、それらを組み合わせて
提供する力が不可欠です。 

個別の技術を持つ企業は世界に数多くあります。しかし、それらを一連のバリュー
チェーンとして統合的に提供できるポテンシャルを持っていることは、カナデビアならで
はの強みです。さらに、日本、スイス、オーストラリア、アメリカなどに事業基盤を持ち、
それぞれの地域からグローバルな展開を描けることも、私たちのユニークさだと考えてい
ます。 

  

社会のその先までを見る会社へ 

そしてもう一つ、2050年に向けて変えていかなければならないのは、私たち自身の意識です。
カナデビアグループで働く一人ひとりが、目の前の仕事だけを見るのではなく、その仕事
の先にいる人々や社会まで想像する。B to Bの先に行政があり、市民があり、社会があ
る。自分たちの仕事が最終的に、家族、市民、社会全体にどのような価値を届けているのかを意
識することが大切です。 

その実感は使命感につながります。そして、安全や品質、コンプライアンスといった課
題も、別々のものではなく、「社会に対してどのような責任を果たすのか」という共通の
根から捉えることができるようになるはずです。 

2050年、カナデビアと聞けば、「社会・環境インフラのことなら任せられる」「信頼で
きる」と、世界の人々からそのように受け止めていただける存在でありたい。 

 

日本だけではなく、世界各地のカナデビアグループで働く人々が力を結集し、それぞれ
の地域社会に最適なソリューションを提供する。困難な課題に直面しても解決策を見いだ
す。そうした積み重ねによって、一つのカナデビアブランドを築いていきたいと考えてい
ます。 

環境価値や社会価値を生み出すことと、企業として成⾧すること。その二つを別々に考
える時代ではなくなりつつあると考えています。 

社会にとって「なくてはならない」存在であり続けること。そして、環境と社会のレジ
リエンスを高めながら、人々の幸福に貢献すること。 

その社会価値を企業価値向上へとつなげていくことが、2050年のResilience Eco Society®

に向かうカナデビアの役割だと考えています。 

 



# 気候・自然・人と社会の統合的理解 

# サステナブルビジョンの事業実装 

# 開示の段階的高度化 

カナデビアグループは、⾧期的価値創造に関わる重要な経営課題について、 
TCFD、TNFDおよびTISFD β版の考え方を参照して整理しています。人と社会に関する情報については、
TISFD β版を参照した試行的に整理しています。 

2
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本レポートの目的と位置付け 
本レポートの目的 

本レポートは、カナデビアグループが、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、
リスクおよび機会をどのように捉え、サステナブルビジョンの実現に向けた経営課題として整
理しているかを示すことを目的としています。 

カナデビアグループは、気候変動、自然資本、資源循環、人権、労働安全、地域社会、サプライ
チェーン等の課題を、個別に切り離された課題ではなく、相互に関連する課題として捉えています。
本レポートでは、これらをTCFD、TNFDおよびTISFD  β版の考え方を参照しながら、統合的に整理します。 

  

統合報告書等との役割分担 

本レポートは、カナデビアグループの統合報告書、ESGデータ集35)およびWeb開示と相互に
補完するものです。統合報告書が、現在の事業、資本、業績および経営戦略を通じた価値創造
ストーリーを説明するのに対し、本レポートは、2050年に目指す姿から現在へ遡り、気候・自
然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会、ガバナンス、戦略、リスクとイ
ンパクトの管理、測定指標とターゲットを整理します。 

ESGデータ集およびWeb開示では、関連する方針、実績データ、個別の取組を掲載します。
本レポートでは、これらの情報を踏まえ、⾧期価値創造に関わる考え方と今後の高度化の方向
性を中心に説明します。 

  

⾧期価値創造レポートとしての位置づけ 

本レポートは、⾧期価値創造レポートとして位置づけています。2050年のサステナブルビ
ジョンから現在へ遡るバックキャスト型の説明を重視します。カナデビアグループは、短中期
の企業価値向上と、⾧期的な環境価値・社会価値の創出の双方を考慮し、一つの価値創造ストー
リーとして示すことを目指します。なお、本レポートに含まれる将来見通し、目標、戦略およ
びシナリオは、現時点で入手可能な情報および一定の前提に基づくものであり、実際の結果
は、経済情勢、技術進展、法令・政策その他の要因により大きく異なる可能性があります。 

 

参照する開示フレームワークと一般要件 
参照する開示フレームワーク 

本レポートでは、気候関連情報についてTCFD提言、自然関連情報についてTNFD提言、人と
社会に関する情報についてTISFD β版を参照しています。 

気候関連情報については、TCFD提言に加え、国際財務報告基準IFRS S2号36)「気候関連開示
基準」の考え方も参照します。自然関連情報についてはTNFD提言v1.0を参照し、人と社会に関
する情報についてはTISFD β版を参照します。なお、人と社会に関する整理は、TISFD β版への
完全準拠を示すものではなく、現時点で把握可能な情報と既存の取組に基づく試行的整理とし
て位置づけます。 

TCFD、TNFDは、企業活動と環境・社会との関係を、ガバナンス、戦略、リスク管理、指標
と目標の観点から整理するフレームワークです。本レポートでは、これらを個別に並列するの
ではなく、カナデビアグループのサステナブルビジョンおよび⾧期価値創造の考え方に沿って、
統合的に整理します。 

  

TNFD一般要件への対応 

TNFD提言では、自然関連情報の開示にあたり、開示の対象範囲、マテリアリティの適用、 
対象期間、地域・場所、他のサステナビリティ関連開示との関係、影響を受けるステークホル
ダーへの配慮など、「一般要件」の明示が求められています。カナデビアグループは、環境、
機械、社会インフラ、脱炭素化の4分野の事業を対象に、TNFD開示の一般要件37)について記載
しています。以下にその内容を記します。 

 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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説明 項目 

財務マテリアリティ基準に基づく開示を基本としつつ、気候と自然に関してインパクトマテリアリティ基準に基づく開示を行います。 マテリアリティの適用 

本レポートでは、事業領域すべてを対象とします。すなわち、カナデビアグループの、環境、機械、社会インフラ、脱炭素化の4分野の事業を対象としています。 

カナデビアグループの事業においては、カナデビアグループが所有する工場で製造した製品を販売する形態だけでなく、自治体や民間事業者が発行するRFP38)に基づき、施
設を設計・製造し、建設事業者と連携して建設・現地調整のうえ、引き渡す形態が多く存在します。今回の開示のスコープでは、後者の場合、カナデビアグループが設計
していない施設に関する調達を対象外としています。また、施設は⾧期にわたり使われますが、カナデビアグループでは施設等の解体事業を行っていないため、施設等の
廃棄時に発生する諸工程は対象外としています。施設等は、自社で運営するほか、特別目的会社(Special Purpose Company (SPC)39))を設立し、施設等の所有者等から運営
を受託して操業する場合(以下、「運営受託」という)があり、この場合に限り運用を対象としています。各項目のバリューチェーンについて、自社工場では上流(調達)、製
造、廃棄、施設では調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を想定し、主要な原材料およびその産出場所、製造場所、建設・設置・廃棄場所、
運転場所を入手可能なデータの範囲で整理し、推計を行いました。なお、WtE/WtXにおいて、原料となるごみの収集は、カナデビアグループの事業ではないことから、対
象外としています。その主な理由はデータを取得していないためです。 

今後、バリューチェーンの上流・下流について、データの取得範囲の拡大と可用性の向上に取組、それらデータに基づく更なる分析と開示スコープ拡大を目指します。 

開示のスコープ 

自社工場にかかわる調達、製造、廃棄、および施設等の建設にかかわる調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を対象に、近接する保護区およ
び生物多様性において重要な地域に与えるインパクトを、各施設の環境情報等を用いて評価しました。また、バリューチェーン上流(資材、燃料)については、入手・試算可
能な情報を踏まえ、情報が不十分な場合においては保守的な判断によりインパクトを評価しました。詳細は、4.2節および4.3節において述べますが、本レポートの対象範
囲においては、重要な自然関連課題がある地域は、カナデビアグループが水処理施設および風力発電所を設置した場所が主であることが分かりました。 

自然関連課題がある 
地域     

カナデビアグループでは、TCFDに基づき、気候変動に対する取組やガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標に関して開示を行ってきました。 
今回は、TCFD・TNFD・TISFD β版をまとめた開示としています。今後の開示基準の整備動向を注視し、情報開示の充実を推進します。 

他のサステナビリティ
関連の開示との統合 

表2-1：TNFD一般要件 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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説明 項目 

カナデビアグループでは、2050年に目指す姿「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最大化する」からなるサステナブルビジョンを設定し、これを実現するためにバッ
クキャストアプローチで2030年ビジョンや事業計画を策定しています。したがって、本レポートの対象期間は、このビジョンを達成するまでの期間である、現在から2050
年までの期間としています。 

検討する対象期間 

世界の持続可能な発展には、環境課題を解決するための事業活動を行うだけでは実現できず、人々の基本的ニーズ、すなわち、健康、影響力、能力、公平、意味・意義が
認められる社会的包摂が必要と認識しており、事業が成⾧するにあたっても、カナデビアグループはもちろんサプライチェーンも含めた人権尊重への取組が求められてい
ます。人権の尊重を含むサステナビリティへの取組の計画や進捗状況は、サステナビリティ推進委員会で確認・管理されています。カナデビアグループは、国際人権章
典、国際労働機関(ILO)の「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、2024年4月に人権方針を制定し、
「人権デュー・デリジェンス徹底、人権リスクゼロ40)」を目標(ゴール)として掲げ、人権尊重の取組を推進しています。 

人権尊重の取組は、カナデビアグループのみならず、サプライチェーンを構成するサプライヤーの理解と協力が不可欠です。そこで、カナデビアグループは、グループ調
達基本方針を定め、サプライチェーンがこれに準拠しているかどうかを確認するため、国連グローバルコンパクトSAQ(Self-Assessment Questionnaire)を用いて、サステ
ナビリティに関する調査を行っています。(i)調査、(ii)評価・フィードバック、(iii)改善要請、(iv)再評価のサイクルを通じて、材料の調達や設備等の建設にあたり、地域住
民の人権に配慮するとともに、サプライチェーン上において強制労働や児童労働等による人権侵害が発生しないよう、人権への現実および潜在的な負のインパクトに関す
る対応について取組向上と改善に努めています。 

人と社会関連の開示においては、カナデビアグループで働く人々(own workforce)41)、バリューチェーン上で働く人々、カナデビアグループ製品・サービスを利用する顧
客・利用者、施設が立地・運営される地域社会、ならびに投資家・金融機関を主要なステークホルダーとして整理します。なお、今後「働く人々」とのみ記載した場合に
は、カナデビアグループで働く人々を指します。 

これらのステークホルダーに対して、カナデビアグループの事業活動が与える正・負のインパクト、カナデビアグループが依存している人的資本42)・社会資本、そこから
生じるリスクおよび機会を把握し、戦略、リスク管理、指標と目標に反映します。 

先住民族・地域社会・
インパクトを受ける 
ステークホルダーに対
するエンゲージメント 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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TISFD β版の位置づけ 

人と社会に関する情報については、TISFD β版を参照しています。TISFD β版は、人と社会に
関する依存、インパクト、リスクおよび機会を把握し、開示するためのフレームワークとして
開発が進められているものです。 

TCFDおよびTNFDは、ガバナンス、戦略、リスク管理(TNFDではリスクとインパクトの管
理)、指標と目標の4つの柱を基礎としています。一方、TISFD β版では、ガバナンス、戦略、イ
ンパクトとリスク管理について、最初のドラフト勧告が示されています。人と社会に関する指
標と目標の勧告は、今後の版において開発される予定です。 

このため、本レポートでは、人と社会に関する情報を、主としてガバナンス、戦略、インパ
クトとリスク管理の3領域に沿って試行的に整理します。第6章で示す人と社会に関する指標
は、カナデビアグループが既に経営管理に用いている指標または今後の検討候補を整理したも
のであり、将来公表されるTISFD β版の指標・目標勧告への準拠を示すものではありません。 
また、対象範囲、評価方法、指標およびデータについては制約があるため、今後、定義、測定
方法および管理プロセスを段階的に高度化していきます。 

TISFD β版では、人と社会に関する開示の一貫性、比較可能性および意思決定有用性を高め
るため、Materiality、System-relevant information、Stakeholder engagement、Scopeおよ
びTime horizonsの5つの一般要件が提案されています。本レポートにおける対応状況は、  
表2-2のとおりです。 

 

本レポートにおける依存、インパクト、リスクおよび機会の考え方 

本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を整
理します。 

依存とは、カナデビアグループの事業活動が、気候、自然資本、人材、技能、地域社会、サ
プライチェーン、顧客・利用者との関係などに支えられている側面を指します。インパクトと
は、カナデビアグループの事業活動が、環境や人と社会に与える正または負の影響を指します。 

 

主な参照先 本レポートにおける考え方 一般要件 

2.2、 
4.4、4.6、
5.5 

財務マテリアリティを基本としつつ、人と社会への重要な正負
のインパクトも把握する。影響の深刻度、範囲、是正困難度、
発生可能性、不平等・分配、依存の重要性および財務影響経路
を踏まえ、重要な情報を試行的に判断する。 

Materiality 

4.6 

個別企業レベルのリスクに加え、技能人材不足、サプライヤー
基盤の弱体化、社会インフラへのアクセス格差、移行の便益・
負担の偏在等が累積した場合の社会・経済システムへの影響経
路を定性的に整理する。現時点では、カナデビアグループの寄
与度やシステム全体の財務影響を定量化したものではない。 

System-relevant 
information 

3.7、5.4、
5.7、付録D 

人権DD、働く人々の声、取引先調査、相談・通報、地域・顧客
との対話等を、インパクトの特定・評価、予防・軽減、是正・
救済43)および経営判断の改善に活用する。対話の目的、対象、
方法、主な意見、対応およびフォローアップを段階的に明示する。 

Stakeholder 
engagement 

2.3、4.4、
5.5 

働く人々、バリューチェーン上で働く人々、顧客・利用者、影
響を受ける地域社会を主な対象とする。直接操業に加え、把握
可能な範囲で上流・下流のバリューチェーンを含める。投資
家・金融機関は、主として開示情報の利用者および資金提供者
として区分する。 

Scope 

2.3、4.5、
4.9 

短期を2026～2030年、中期を～2040年、⾧期を～2050年とし
て整理する。重大な人権・安全上のインパクトについては、発
現時期が⾧期であることのみを理由として評価対象から除外し
ない。 

Time horizons 

表2-2：TISFD β版の一般要件への対応 

リスクとは、これらの依存やインパクトを起点として、カナデビアグループの事業、財務、
レピュテーション、事業継続等に影響を及ぼし得る不確実性を指します。機会とは、環境価
値、社会価値の創出と、それらを通じた企業価値の向上につながる可能性を指します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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報告対象範囲、対象期間、バリューチェーン 
対象事業 

本レポートでは、カナデビアグループの主要事業領域を
対象とします。カナデビアグループの事業は、環境、機械、
社会インフラ、脱炭素化に関わる事業を含み、気候・自然・
人と社会との関係が強いことから、これらを統合的に分析
することが重要であると考えています。 

対象範囲の設定にあたっては、カナデビアグループの事業
活動が、製品・設備の設計・製造・建設・運営、バリュー
チェーン、地域社会、顧客・利用者等との関係を通じて、
複数の依存、インパクト、リスクおよび機会と結びついて
いる点を踏まえています。 

 

対象期間 

本レポートでは、現在から2050年までを主な対象期間と
して整理します。これは、カナデビアグループが2050年に
目指すサステナブルビジョンを起点として、2030年、2040
年、2050年に向けた価値創造の道筋を検討するためです。 

ただし、すべての領域において同じ粒度で分析できてい
るわけではありません。気候・自然については既存の開示、
データ、分析を基礎とし、人と社会については現時点で把
握可能な情報に基づき、試行的に整理しています。 

  

 

 

 

対象とするバリューチェーン 

本レポートでは、自社の事業活動に加え、把握可能な範
囲で上流および下流のバリューチェーンを対象とします。
具体的には、調達、設計、製造、建設、運営、保守、利用、
廃棄等の各段階において、気候・自然・人と社会に関する
依存、インパクト、リスクおよび機会を整理します。 

一方で、バリューチェーン全体にわたり、すべてのデータ
を網羅的に取得・評価できているわけではありません。特
に上流・下流の一部領域については、データの取得範囲や
推計方法に制約があるため、本レポートでは、把握可能な
範囲と今後の高度化方針を明示します。 

 

地域・場所の考え方 

自然関連および人と社会に関する課題は、事業活動が行
われる地域や場所との関係が重要です。そのため、本レ
ポートでは、主要な事業活動、施設、バリューチェーン、
地域社会との関係を踏まえ、場所に関する情報を可能な範
囲で整理します。 

自然関連課題については、保護区域、生物多様性上重要
な地域、水リスク等との関係を考慮します。人と社会に関
する課題については、働く人々、バリューチェーン上で働
く人々、顧客・利用者、地域社会等のステークホルダーと
の関係を踏まえます。 

  

 

 

対象範囲に関する制約 

本レポートの対象範囲は、現時点で取得可能な情報およ
び分析可能な範囲に基づいて設定しています。そのため、
一部のバリューチェーン、地域、ステークホルダー、デー
タ項目については、十分な情報を取得できていない領域が
あります。 

 これらの制約については、レポート内で明示するととも
に、今後、データ取得範囲、評価方法、管理プロセスの整
備を進め、開示の高度化を図ります。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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カナデビアグループの事業とサステナブルミッション 

カナデビアの事業分野 
 

サステナブルで、安全・安心な社会の実現に貢献するソリューションパートナー 
「脱炭素化」「資源循環」「安全で豊かな街づくり」 

ごみ焼却発電、海水淡水化プラント、
汚泥再生・資源化システム等環境関連
施設の設計/建設/運営/保守 

ごみ焼却発電施設 ごみ焼却発電施設 

汚泥再生処理 
システム 海水淡水化プラント 

環境事業 環境事業 
水門、煙突などの鋼製構造物の 
設計・製作・建設等 

社会インフラ事業 社会インフラ事業 
風力発電、水素発生装置、メタネー
ションシステム、プロセス機器、 
舶用エンジン等 

脱炭素化事業 

水素発生装置 水素発生装置 

風力発電 プロセス機器 

脱炭素化事業 機械事業 

反射防止膜・防汚膜装置、 
フィルタープレス等各種産業機械 

機械事業 

フィルタープレス フィルタープレス 

反射防止膜・防汚膜装置 反射防止膜・防汚膜装置 

図2-1：脱炭素化、資源循環、安全で豊かな街づくりに貢献する4事業分野の全体像 

事業分野と本レポートにおける分析区分 

カナデビアグループは、環境、機械、社会インフラ、脱
炭素化をはじめとする多様な事業を展開しています。カナ
デビアグループの事業は、環境負荷を低減するだけでな
く、衛生的な廃棄物処理や水処理を通じた生活環境の改
善、感染症リスクの低減などの公衆衛生の向上、地域社会
の安全・安心、災害への備え、資源・エネルギーへのアク
セスを支える社会インフラとしての性格を有しています。 

本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、
インパクト、リスクおよび機会を整理するため、カナデビ
アグループの事業を主に環境事業、機械事業、社会インフ
ラ事業、脱炭素化事業の4つの事業分野に区分して説明しま
す。なお、各事業分野の中では、後続章の分析に応じて、
事業特性、規模、地域、バリューチェーン上の位置づけを
踏まえた単位で整理します。 

カナデビアグループの環境事業、社会インフラ事業等の
多くは、顧客の仕様に基づき、設計、調達、建設を行い、
施設・設備を引き渡すEPC型の事業です。このため、施
設・設備の環境性能や仕様に関する意思決定には、顧客の
方針、地域の制度、事業計画が大きく関わります。カナデ
ビアグループは、顧客の環境負荷低減に資する技術、設
計、運営・保守、高度化提案を総合的に提示することで、
バリューチェーン全体の環境負荷低減に貢献します。一
方、機械事業やプロセス機器事業等の一部では、メーカー
として自社の設計・調達・製造上の意思決定を通じて、環
境負荷低減に取り組むことができます。  

付録Aにおいて、カナデビアグループが提供する施設・設
備等のプロセスを解説していますのでご参照ください。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

フラップゲート式水災害対策設備 フラップゲート式水災害対策設備 

水門 水門 
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環境事業 

環境事業分野では、ごみ焼却発電、バイオマス発電44)、
バイオガスプラント、海水淡水化プラント、汚泥再生・資
源化システム、最終処分場浸出水処理システム、上水・下
水・産業排水処理システム等、環境関連施設の設計・建
設・運営・保守を手がけています。特にごみ焼却発電はカ
ナデビアグループの中核事業であり、世界最大のごみ焼却
発電施設等のプラントエンジニアリング企業として、世界
で1,500件以上の施設を設置してきた納入実績を誇り、世界
の資源循環型社会の実現に貢献しています。水処理につい
ても400件以上の施設を設置してきました。これらの事業
は、廃棄物の衛生的処理、エネルギー回収、資源循環、水
環境の保全を通じて、地域社会の生活基盤、公衆衛生、環
境負荷低減の双方に関わるものです。 

本レポートでは、環境事業について、主にWtE事業、バイ
オマス発電事業、水事業、WtX事業に区分して分析します。 

 

カナデビアイノバの位置づけ 

環境事業の中でも、カナデビアイノバは、カナデビアグ
ループのグローバルな資源循環・脱炭素化事業を担う重要
な会社です。カナデビアイノバは、スイス・チューリッヒ
に本社を置き、プラントの設計・建設に加え、運営・保守、
アセットマネジメント、プロジェクト開発等の機能を有
し、欧州を中心とした日本国外の環境・脱炭素化事業で重
要な役割を果たしています。主力事業は、ごみ焼却発電
(WtE/WtX)、バイオガス、バイオメタンなどの再生可能ガス
事業を展開し、廃棄物を単に処理するのではなく、 

 

 

 

エネルギー、熱、資源、ガス、素材へと転換することで、
地域の資源循環とエネルギー供給を支えています。WtEや
WtXは、脱炭素化、資源循環、エネルギー供給の安定性に貢
献するだけでなく、公衆衛生、地域雇用、災害時のレジリ
エンスなど、人と社会のWell-being45)にも関わる社会イン
フラです。 

本レポートでは、カナデビアイノバの事業を、カナデビ
アグループが目指すResilience Eco Society®の実現に向けた
グローバルな社会実装モデルの一つとして位置づけ、第4章
において、地域共創との関係を含めて説明します。 

 

オスモフローの位置づけ 

カナデビアグループの日本以外の水事業はオスモフロー
を中心に展開しています。オスモフローは、RO(逆浸透膜)46)

技術を強みに水をつくる・再利用する会社です。豪州・ア
デレードに本社を置き、中東・インド等で、海水淡水化、
鉱山・工場等の産業用水／排水処理、水再利用を手掛けて
います。加えて、干ばつや工事時などに迅速に設置できる
可搬型水処理設備のレンタルも展開しています。例えば、
オーストラリアでの鉱山廃水処理や、カーボベルデでは、
慢性的な水不足を解消するための大型海水淡水化事業を、
モルディブにおける再生可能エネルギーを利用した海水淡
水化実証事業などを進めており、水事業の社会的価値や技
術的強みを顕しています。 

 

 

 

 

 

機械事業 

機械事業分野では、半導体製造工程で使用される機器
や、食品工場、医療関連、輸送業などの多様な分野に向け
て、反射防止膜・防汚膜装置、フィルタープレス、ラッピ
ングプレート等の各種産業機械を提供しています。これら
の事業は、産業活動を支える基盤技術であるとともに、製
品の高機能化、省資源化、プロセス効率化、品質向上に関
わるものです。本レポートでは、これらを機械事業として
包括的に言及します。 

 

社会インフラ事業 

社会インフラ事業分野では、水門、煙突などの鋼製構造
物の設計・製作・建設およびそれらの耐震補強・老朽化し
た設備の維持補修を通じて、安全・安心なまちづくりに貢
献しています。特に水門については、水門・鉄管メーカー
として100年を超える歴史を有し、これまで約570件の水門
建設に携わってきました。 

水門事業は、洪水調整、河川流量の調整、取水、発電、
高潮・津波・逆流への対策などを通じて、水の量と流れを
制御する事業です。また、津波・高潮など自然の力を利用
して作動するフラップゲート式水災害対策設備を展開し、
災害に強い社会の構築にも貢献しています。本レポートで
は、水門、フラップゲート式水災害対策設備等を中心に、
社会インフラ事業として分析します。 

 なお、橋梁事業については、 橋梁事業に関する新規案件の営
業活動停止が決定されたため、本年度の事業別分析の対象から
は外しています。ただし、製造活動が継続していることから、
調達に関するLCA分析47)には関連する影響を含めています。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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カナデビアの事業分野 

カナデビアの事業は、社会インフラやエネルギー分野など、様々な場所で利用されています。 

環境事業 

脱炭素化事業 

機械事業 社会インフラ事業 

環境事業 

機械事業 

社会インフラ事業 

脱炭素化事業 

図2-2：カナデビアグループの事業とSDGs 

脱炭素化事業 

脱炭素化事業分野では、風力発電、水素発生装置、メタ
ネーションシステム、原子力関連機器、プロセス機器を手
掛けています。これまで、中東・アジアにプロセス機器を
1,000基以上、北米を中心に原子力関連機器を3,000基以上
納入してきました。また、風力発電は日本に9件の納入実績
があり、秋田県および青森県で発電事業を展開しています。 

本レポートでは、脱炭素化事業を、分析上の観点から4つ
に区分して扱います。第一に、圧力容器、キャスク・キャ
ニスター(使用済み核燃料輸送・貯蔵容器)等に関する機器・
設備に関する領域をプロセス機器事業とします。第二に、
水電解装置およびメタネーション技術を活用した領域を脱
炭素化システム事業とします。第三に、風力発電に関する
事業を風力発電事業として扱います。第四に、舶用エンジ
ン、脱硝装置、脱硝触媒および脱炭素関連触媒を含む領域
を舶用エンジン事業と総称します。 

なお、舶用エンジンについては日立造船マリンエンジン
株式会社の一部株式譲渡により2026年4月から連結対象外と
なりましたが、本レポートでは2026年3月までの実績に基づ
いて報告します。 

サステナブルミッションとの接続 

カナデビアグループは、「技術の力で、人類と自然の調
和に挑む」をブランドコンセプトとして掲げていますが、
これはサステナブルミッションそのものです。環境、機
械、社会インフラ、脱炭素化の各事業は、いずれも気候・
自然・人と社会に関する課題と関係しています。 

 

 本レポートでは、これらの事業を、単なる製品・サービ
スの集合としてではなく、環境負荷の低減、資源循環、脱
炭素化、災害への備え、地域社会の安全・安心、人々の
Well-beingに貢献する事業群として捉えます。そのうえ
で、各事業が有する依存、インパクト、リスクおよび機会
を、第4章で整理します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナブルビジョンと価値創造フレーム 
サステナブルビジョン 

カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環
境負荷をゼロにする」こと、および「人々の幸福を最大化
する」ことを掲げています。このサステナブルビジョン
は、カナデビアグループが気候・自然・人と社会に関する
課題を、個別の環境課題や社会課題としてではなく、⾧期
的な価値創造に関わる一体の経営課題として捉えるための
起点です。 

「環境負荷をゼロにする」とは、自社の事業活動に由来
する環境負荷にとどまらず、カナデビアグループの               
バリューチェーンの環境負荷、およびカナデビアグループ
の製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、事業活動
や製品・サービスの利用が行われる各地域が本来有する環
境復元力の範囲内にとどめることを意味します。この考え
方は、環境負荷を単に自社内で管理するものとしてではな
く、バリューチェーンと地域社会の中で捉えるものです。
この考え方は、プラネタリー・バウンダリー48)の考え方を
踏まえ、事業活動が行われる地域の環境復元力を損なわな
い範囲で環境負荷を管理・低減していくものです。 

一方、「人々の幸福を最大化する」については、これま
でサステナブルビジョンに掲げる理念としての位置づけが
中心でした。本レポートでは、この理念を事業活動にどの
ように結び付けていくかについて、試行的に整理します。
具体的には、働く人々やバリューチェーン上で働く人々な
ど、カナデビアグループの事業活動を支える人々のWell-
beingを高める「自社軸」と、カナデビアグループの製品・
サービスを利用する顧客・利用者や地域社会など、第三者
のWell-beingに貢献する「第三者軸」の二つの側面から捉
えます。 

自社軸では、安全、健康、技能、働きがい、心理的安全
性、公正な取引、信頼関係などが、事業を安定的に遂行す
るための基盤となります。第三者軸では、廃棄物処理、
水、エネルギー、防災、脱炭素化などに関わる製品・サー
ビスを通じて、衛生・公衆衛生や生活環境の向上、エネル
ギー・水へのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域の誇
りを支えることが、カナデビアグループの事業による社会
価値創出につながります。 

このように、「環境負荷をゼロにする」ことと「人々の
幸福を最大化する」ことは、別々の目標ではありません。
環境負荷を低減し、地域の資源循環やレジリエンスを高め
ることは、人々の安全・安心と生活基盤を支えることにつ
ながります。また、人々の能力を引き出し、信頼やつなが
りを育むことは、脱炭素、資源循環、防災、社会基盤の高
度化を実現していくための重要な条件となります。 

 

価値創造フレームの位置づけ 

本レポートは、2050年のサステナブルビジョンから現在
へ遡り、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、
リスクおよび機会を捉え、ガバナンス、戦略、リスクとイ
ンパクトの管理、測定指標とターゲットへ展開します。 

図2-3に示す価値創造フレームは、現在の事業・資本・実
装基盤が、将来の事業価値、環境価値および社会価値へど
のようにつながるかを示すものです。現在の事業基盤、技
術、人材、顧客基盤、グローバルな実装力を起点として、
2030年代には⾧期統合型の地域循環事業を構想・形成し、
2040年代には地域特性に応じたResilience Eco Society®モデ
ルとして展開します。2050年には、多数の地域でモデルが
継続的に運営され、3つの価値が統合的に創出されている状
態を目指します。このフレームは、単に将来像を説明する
ための図ではありません。カナデビアグループが、経営戦
略、事業戦略、サステナビリティ戦略、依存、インパク
ト、リスクおよび機会分析を一つのロジックとして整理
し、現在の経営判断や事業活動が、将来の価値創造にどう
つながるかを示すフレームです。 
 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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2030年、2040年、2050年に向けた展開 

カナデビアグループは、2030年、2040年、2050年を、⾧期価値創造の発展段階を示す重要な時間軸として捉えています。これは、現在の事業・資本・実装基盤を起点に、⾧期統合型の地域循環事
業を構想・形成し、Resilience Eco Society®モデルとして展開しながら、各地域での価値実現へつなげる過程です。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

多数のResilience Eco Society®モデル
による環境・社会価値の実現 

地域価値クリエーター 

経済・環境・社会価値を統合する多数
の地域モデルを普及・定着 

各地域における環境負荷ネットゼロ49)

の実現 

各地域における人々の幸福の最大化 

2050年 

Backcast 

価値創造のステージ 

カナデビアの役割 

事業モデル 

(現在の事業・資本・実装基盤) ⾧期統合型の地域循環事業の 
構想・形成 

Resilience Eco Society®モデルの 
事業展開 

環境価値創造を支える社会インフラ
パートナー 共創プラットフォーマー 地域モデルプロバイダー 

EPC・設備提供、O&Mを通じた安定運
営・環境負荷低減 

地域課題を起点に、政策・制度、技
術、資金、事業・運営を統合して⾧期
事業を組成 

⾧期統合型の地域循環事業を、地域特
性に応じたモデルとして提供・ 
展開 

自社排出削減・環境負荷低減の進捗 環境負荷低減・資源循環モデルの 
形成 

モデルの普及による環境負荷低減・資
源循環の拡大 

社会インフラの安定運営 信頼と対話に基づく持続可能な 
バリューチェーン 

生活基盤・地域レジリエンス、地域
Well-beingの向上 

環境価値 

社会価値 

2025年度 2030年代 2040年代 

創
出
価
値 

   共通の実装基盤 ---  ガバナンス・ERM｜データ｜技術・人材｜安全・人権｜サプライチェーンマネジメント｜顧客・自治体・地域等との共創 

図2-3：価値創造フレーム       

Forecast 
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 2030年代：⾧期統合型の地域循環事業の構想・形成 

2030年代は、カナデビアグループが共創プラットフォー
マーとして、⾧期統合型の地域循環事業を構想・形成する
段階です。地域課題を起点に、顧客、自治体、サプライ
ヤー、金融機関、研究機関、地域社会等との対話を通じ
て、政策・制度、技術、資金、事業および運営を組み合わ
せ、⾧期的に持続可能な事業として組成します。 

事業面では、EPC・設備提供とO&Mを基盤に、プロジェ
クト開発、⾧期運営およびライフサイクルサービスへ価値
提供を広げます。環境面では、地域特性に応じた環境負荷
低減・資源循環モデルを形成します。人と社会の観点で
は、環境、人権、コンプライアンス等の観点を営業、設
計、調達、製造、施工、運営に組み込み、信頼と対話に基
づく持続可能なバリューチェーンの形成を目指します。 

そのため、共通の価値観の下で、誠実さと透明性を保ち
ながら適切にリスクをとり、挑戦と学習を支えるガバナン
スを実践します。事業戦略の初期段階からリスクを具体化
し、適切な管理策や対応策を講じることで「どうすれば実現
できるか」を検討し、新たな事業につなげます。 

 

 2040年代：Resilience Eco Society®モデルの事業展開 

2040年代は、カナデビアグループが地域モデルプロバイ
ダーとして、⾧期統合型の地域循環事業をResilience Eco 
Society®モデルとして提供・展開する段階です。 

このモデルは、特定の設備構成を一律に複製するもので
はありません。廃棄物、水、炭素、エネルギー、資源、防
災等を、地域の自然条件、制度、財政、産業構造および 

 

 

人々のニーズに応じて組み合わせ、事業開発、ファイナン
ス、EPC、⾧期運営を統合した地域モデルとして実装します。 

事業面では、地域循環事業の開発・建設・⾧期運営に加
え、資源・エネルギー供給等による価値提供を拡大しま
す。環境面では、モデルの普及を通じて環境負荷低減と資
源循環を広げます。人と社会の面では、生活基盤、地域レ
ジリエンスおよび地域のWell-beingの向上に貢献します。 

この段階では、カナデビアグループ共通の価値観を維持
しながら、各地域・各事業が、それぞれの法制度や事業環
境に応じて主体的に判断し、事業を展開できるガバナンス
へと発展させます。また、Resilience Eco Society®モデルの展開
に当たっては、顧客、自治体、事業者、金融機関、研究機
関、サプライヤー、地域社会等と目指す価値を共有し、そ
れぞれの役割と責任を明確にしながら、継続的な対話を通
じて共創を進めます。 

 

2050年：多数のResilience Eco Society®モデルによる  
環境・社会価値の実現 

2050年には、カナデビアグループが地域価値クリエー
ターとして、多数のResilience Eco Society®モデルを継続的
に運営・高度化し、環境価値、社会価値および事業価値を
統合的に創出している状態を目指します。 

Resilience Eco Society®は、廃棄物、水、炭素、エネル
ギー等を、単に処理・供給する対象ではなく、地域の資
源、生活基盤、安全・安心、学び、雇用、誇り、共創の源
泉として再構成する社会実装モデルです。その⾧期運営、
循環サービス、設備・機能の更新・高度化が、継続的な事
業価値を生み出します。 

 

 

環境面では、各地域における環境負荷ネットゼロの実現
を目指します。社会面では、生活環境、公衆衛生、安全・
安心、地域雇用、地域レジリエンス、信頼およびつながり
を高め、各地域における人々の幸福の最大化につなげます。 

ガバナンス面では、各地域の主体性を尊重しながら、モ
デル群から得られるデータ、知見および失敗を共有し、3つ
の価値を継続的に高めます。地域の変化、新たな技術、制
度およびリスクに応じて、事業モデルとその運営・管理の
仕組みを継続的に見直します。 

 

3つの価値を同時に創出する 

この時間軸は、経済価値、環境価値、社会価値を別々に
追求するものではありません。⾧期統合型の地域循環事業
を構想・形成し、Resilience Eco Society®モデルとして提
供・展開し、継続的に運営・高度化することによって、環
境価値、社会価値の創出と経済価値向上を同時に実現する
ものです。 

環境負荷の低減や資源循環の高度化は、顧客や地域社会
の課題解決に貢献します。また、人々の安全・安心、健
康、能力、信頼およびつながりを高める取組は、事業の安
定性、品質、安全、地域からの受容、顧客との⾧期的な関
係を支えます。さらに、⾧期運営を通じて蓄積されるデー
タ、知見および地域との関係は、新たなモデルの展開や既
存モデルの高度化につながります。 

本レポートでは、この価値創造フレームを、サステナブ
ルビジョンと第3章以降のガバナンス、戦略、リスクとイン
パクトの管理、測定指標とターゲットをつなぐ考え方とし
て位置付けます。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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成功の柱の位置づけ 

カナデビアグループは、サステナブルビジョンである「環
境負荷をゼロにする」こと、および「人々の幸福を最大化
する」ことを実現するために、7つの成功の柱を定めていま
す。成功の柱とは、いわゆるマテリアリティ、すなわちカナ
デビアグループがサステナブルビジョンの実現に向けて最優
先で取り組むべき重要課題です。 

カナデビアグループがマテリアリティを「成功の柱」と呼
ぶのは、それぞれの柱に掲げた取組を達成することが、サ
ステナブルビジョンの実現に直結すると考えているためで
す。成功の柱は、理念を掲げるための項目ではなく、事業
戦略、経営管理、リスクと機会の把握、KPIによる進捗管理
をつなぐ実践的な枠組みです。そのため、本レポートで
は、7つの成功の柱を、気候・自然・人と社会に関する依
存、インパクト、リスクおよび機会を整理するための共通
軸として位置づけます。 

 本レポートで参照する7つの成功の柱は、表2-3のとおりです。 

これらの成功の柱は、いずれか一つの領域に限定される
ものではありません。気候・自然との関係が強い柱であって
も、その実装には人材、技能、安全、サプライチェーン、
地域社会との信頼が関わります。また、人と社会に関する
柱であっても、環境価値を地域に実装する事業活動と密接に
結びついています。現時点では、特に気候・自然との関係
が強い成功の柱を中心に、事業との関係、リスクと機会、
施策および指標との接続を整理しています。人と社会に関
する領域については、TISFD β版を参照しながら、既存の取
組や把握可能な情報を基礎に試行的に整理し、今後、成功
の柱全体を通じた、指標および管理プロセスとの接続を段
階的に高度化していきます。 

 

7つの成功の柱と持続可能性4原則 

位置づけ  主な関係領域  成功の柱  

脱炭素化と移行計画の基礎となる柱  気候  カーボンニュートラル  

資源循環、廃棄物、水、素材循環に関わる柱  気候・自然  資源の完全循環  

地域の環境復元力、生態系、水・土地・化学物質に関わる柱  自然  環境復元力の最大化  

気候変動適応、防災、地域レジリエンスに関わる柱  気候・人と社会  災害激甚化への対応  

サプライチェーンの環境・人権・公正な取引に関わる柱  気候・自然・人と社会  サステナブル調達  

自社軸・第三者軸のWell-beingを事業に実装する柱  人と社会  人々の幸福の最大化  

開示、ERM、内部統制、信頼回復を支える柱  ガバナンス  コーポレート・ガバナンスの高度化  

表2-3：成功の柱 

持続可能性4原則とサステナブルビジョン 

カナデビアグループのサステナブルビジョンおよび7つの
成功の柱は、The Natural Stepが提唱する「持続可能性4原
則」を踏まえて設定しています。持続可能性4原則は、持続
可能でない状態が生じる根本原因に着目し、自然環境と人
と社会が持続可能であるために満たすべき基本的な条件を
示すものです。 

第1から第3の原則は、自然環境に関する原則です。すな
わち、自然環境の中で、地殻から取り出した物質の濃度が
増え続けないこと、人間社会が作り出した物質の濃度が増
え続けないこと、自然を物理的な方法で劣化させないこと
を求めています。これらは、カナデビアグループのサステナ
ブルビジョンのうち、「環境負荷をゼロにする」ことの基
礎となる考え方です。 

 第4の原則は、人と社会に関する原則です。すなわち、
人々が基本的ニーズを満たそうとする行動を妨げる構造的
な障壁をなくすことを求めています。この基本的ニーズ
は、健康、影響力、能力、公平、意味・意義の5項目に分解
して理解することができます。これは、カナデビアグループ
のサステナブルビジョンのうち、「人々の幸福を最大化す
る」ことの基礎となる考え方です。 

 この関係を踏まえると、サステナブルビジョンは、気
候・自然と、人と社会を別々に扱うものではありません。
自然環境の持続可能性が損なわれれば、人々の健康、安
全、生活基盤、地域社会の安定も損なわれます。一方、
人々の健康、影響力、能力、公平、意味・意義を妨げる構
造的な障壁が残れば、脱炭素、資源循環、防災、水浄化な
どの環境課題を社会に実装することも困難になります。 
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したがって、カナデビアグループにとって、「環境負荷を
ゼロにする」ことと「人々の幸福を最大化する」ことは、
別々の目標ではなく、相互に支え合うものです。7つの成功
の柱は、この二つのサステナブルビジョンを、経営課題、
事業活動、管理指標へと落とし込むための柱として位置づけ
ています。 

 

成功の柱を通じた実装と進捗管理 

サステナブルビジョンは、⾧期的な方向性を示すもので
すが、それだけでは日々の事業活動や経営判断に十分に組
み込むことはできません。そこでカナデビアグループは、サ
ステナブルビジョンを7つの成功の柱に落とし込み、それぞ
れに関連する取組とKPIを設定し、進捗管理を行っています。 

この構造により、サステナブルビジョンは、理念や宣言に
とどまらず、経営管理の対象となります。気候・自然との関
係が強い成功の柱については、GHG排出、資源循環、水利
用、土地利用、化学物質、調達などの観点から、環境負荷
ネットゼロに向けた取組を整理します。また、人と社会に
関する領域については、働く人々、バリューチェーン上で働
く人々の安全、健康、技能、人権、働きがい、公正な取引
に加え、顧客、利用者、地域社会のWell-beingに対する事業
の貢献を整理していきます。 

ここで重要なのは、成功の柱が、社内の取組を管理する
ためだけの項目ではないという点です。成功の柱は、カナ
デビアグループの事業が、顧客、利用者、地域社会、サプラ
イチェーンにどのような環境価値・社会価値をもたらすかを
確認するための軸でもあります。 

 

 

特に「人々の幸福を最大化する」については、働く
人々、バリューチェーン上で働く人々のWell-beingを高め
る自社軸と、カナデビアグループの事業を通じて第三者の
Well-beingに貢献する第三者軸の双方から捉えます。自社
軸では、安全、健康、技能、働きがい、心理的安全性、公
正な取引、信頼関係などを重視します。第三者軸では、廃
棄物、水、エネルギー、防災、脱炭素化等に関する事業を
通じて、顧客、利用者、地域社会の生活環境、安全・安
心、サービスへのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域
の自律性に貢献することを重視します。 

 

 

 

 

気候・自然・人と社会を一体で捉える考え方 

カナデビアグループがTCFD、TNFDおよびTISFD β版をま
とめて参照するのは、外部フレームワークを単に並べるた
めではありません。持続可能性4原則、サステナブルビジョ
ンおよび7つの成功の柱が、気候・自然・人と社会を相互に
関係する経営課題として捉える考え方に基づいているためです。 

気候変動や自然資本の毀損は、人々の健康、安全、生活
基盤、地域社会の安定に影響します。一方で、人々の能力、
信頼、つながり、公平性が損なわれれば、脱炭素、資源循
環、防災、水処理などの環境課題を社会に実装することも
難しくなります。自然環境の持続可能性と、人と社会の持
続可能性は、どちらか一方だけで成立するものではありま
せん。 

 

図2-4：持続可能性4原則とサステナブルビジョン 
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この考え方は、Resilience Eco Society®の実装にも通じます。Resilience Eco Society®は、廃
棄物、水、炭素、エネルギーを資源として捉え直し、地域の環境負荷低減、資源循環、エネル
ギー・水利用・防災機能の強化を進めるだけでなく、公衆衛生、生活環境、地域雇用、エネル
ギーアクセス、地域の自律性や誇りといった社会価値を高めることを目指す社会実装モデルです。 

ここでいう社会実装は、単に設備や技術を導入することではありません。技術やサービスを
一方的に導入するのではなく、地域のニーズや社会課題を事業の設計段階から取り込み、        
顧客・地域と共創し、継続して利用できる形で実装するとともに、その過程で生じる便益と負
担が特定の主体に偏らないよう配慮することが重要です。 

このように、カナデビアグループの価値創造は、経済価値、環境価値、社会価値を別々に追
求するものではありません。環境負荷をゼロに近づける取組は、人々の暮らしの基盤を守る取
組でもあります。また、人々の健康、影響力、能力、公平、意味・意義を妨げる構造的な障壁
を減らすことは、持続可能な社会インフラを地域に根づかせるための条件でもあります。 

  

本レポートにおける扱い 

本レポートでは、7つの成功の柱を、サステナブルビジョンと、気候・自然・人と社会に関す
る依存、インパクト、リスクおよび機会の分析、戦略、リスクとインパクトの管理、測定指標
とターゲットをつなぐための基本軸として位置づけます。ただし、各領域の分析やデータの成
熟度は同一ではありません。今後、人と社会に関する、指標、対象範囲、測定方法を具体化
し、成功の柱全体を通じた進捗管理の高度化を進めます。 

開示の現在地と今後の高度化方針 
各開示対象の成熟度の違い  

 本レポートでは、気候・自然・人と社会を一体で捉え、TCFD、TNFDおよびTISFD β版の考
え方を参照しながら、カナデビアグループの⾧期価値創造に関わる依存、インパクト、リスク
および機会を整理します。 

ただし、気候・自然・人と社会を統合して扱うことは、すべての領域について同じ成熟度で
分析、管理、測定できていることを意味するものではありません。気候関連情報については、
これまでのTCFD開示、GHGデータ、シナリオ分析および移行計画等を基礎に整理しています。
自然関連情報については、TNFDの考え方を参照し、自然への依存・インパクト、リスクおよび
機会を、事業活動、バリューチェーン、地域・場所との関係を踏まえて整理しています。 

 一方、人と社会に関する情報については、TISFD Beta Version 0.1を参照し、現時点で把握可
能な情報と既存の取組に基づく試行的な整理として扱います。このため、本レポートでは、気
候・自然・人と社会を一体の経営課題として捉えつつ、それぞれの領域における現時点の到達
点、データの制約、今後の高度化方針を明示します。 

  

人と社会に関する整理の現在地  

 カナデビアグループにとって、人と社会に関する課題は、働く人々、バリューチェーン上で
働く人々の安全、健康、人権、能力開発、エンゲージメントおよび公正な取引に関わる課題で
あると同時に、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客、利用者、地域社会の
Well-beingに関わる課題でもあります。  

 本レポートでは、これを自社軸と第三者軸の二つの側面から捉えます。自社軸では、カナデ
ビアグループの事業活動を支える人々のWell-beingを高めることを重視します。第三者軸で
は、廃棄物、水、エネルギー、防災、脱炭素化等の社会インフラを通じて、顧客、利用者、地
域社会の生活環境、安全・安心、サービスへのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域の自律
性に貢献することを重視します。  
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 人と社会に関する分析では、働く人々、バリューチェーン上で働く人々、事業の影響を受け
る地域社会、顧客・利用者、その他の脆弱性が高いステークホルダーを主な対象として整理し
ます。これらの対象について、現時点で把握可能な正負のインパクト、カナデビアグループが
依存する人的・社会的基盤、そこから生じるリスクおよび機会を試行的に整理します。 

もっとも、人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会、ならびに指標、目標、
アウトカム50)評価は、気候・自然と同じ粒度で確立している段階ではありません。現時点で
は、人権、労働安全、人材、サプライチェーン、地域社会、顧客・利用者との関係に関する既
存の取組やデータを基礎に、試行的に整理しています。今後は、これらの整理を、ガバナンス、
戦略、リスクとインパクトの管理、測定指標とターゲットに段階的に接続していきます。  

  

データ取得・推計・制約の現在地 

気候・自然に関する環境負荷データについては、グループの環境マネジメントシステムを通
じて各拠点から収集し、GHG排出量等を社内ルールに基づき算定しています。算定方法および
実績値は、ESGデータ集等で開示しています。一部の環境負荷データについては、実データを
取得できない場合に、社内ルールに基づく原単位や文献値を用いて推計しています。また、グ
ループ共通の算定ルールに基づき開示しているため、各国法令等に基づき各社が報告する数値
とは一致しない場合があります。 

人と社会に関する定量データについては、現時点では、指標の定義、対象範囲、データ収集
方法、データオーナー、算定方法および検証手続きの整備を進めている段階です。そのため、
本レポートでは、人と社会に関する定量値を網羅的に開示するのではなく、既存の取組や把握
可能な情報に基づく試行的整理として示します。 

  

 

今後の高度化方針 

今後、カナデビアグループは、気候・自然・人と社会に関する開示を段階的に高度化してい
きます。気候・自然については、データ取得範囲、場所に関する情報、バリューチェーン上
流・下流の情報、指標およびターゲットの整備を進めます。あわせて、環境マネジメントシス
テムの統合、データ入力の頻度・粒度、入力システムの見直しを進め、グループ全体のデータ
品質を高めるとともに、第三者保証に対応できる内部統制の整備を進めます。  

バリューチェーン上流・下流については、取引先および顧客とのエンゲージメントを通じ
て、データ取得範囲の拡大を検討します。特に、場所に大きく依存する自然関連情報について
は、取引先や顧客側施設に関するデータの取得可能性を高めることが、今後の重要な課題です。  

人と社会については、TISFD β版の今後の検討動向を踏まえながら、対象範囲、評価方法、指
標、モニタリング方法を具体化していきます。特に、カナデビアグループおよびサプライ
チェーンで働く人々の状態と管理プロセスを測る指標に加え、地域社会、顧客・利用者に対す
る事業のアウトカムを測る指標を段階的に整備していきます。  

本レポートは、気候・自然・人と社会に関する開示の完成形を示すものではありません。   
サステナブルビジョンの実現に向けて、カナデビアグループが現時点で把握できている情報、
試行的に整理した分析、今後高度化すべき課題を明示するものです。今後も、データ、分析、
ガバナンス、リスク管理、測定指標とターゲットを段階的に高め、環境価値、社会価値の創出
と、それらを通じた企業価値の向上を一体で説明できる開示へと進化させていきます。 
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#サステナビリティ推進体制  

#リスクマネジメント体制  

#ステークホルダー・エンゲージメント  

カナデビアグループは、気候・自然・人と社会に関する課題を、個別の環境課題・社会課題への対応にとどまるものではなく、中⾧期的な
企業価値および社会価値の創出に関わる経営課題として捉えています。これらの課題については、取締役会およびサステナビリティ推進委
員会が中心となり、気候・自然・人と社会に関する戦略や目標の設定、施策の実施状況の監督指示および必要な指示を行っています。  

3
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サステナブルミッションを実装する統合ガバナンス 取締役会・経営層による監督 
カナデビアグループは、「技術の力で、人類と自然の調和に挑む」というサステナブルミッ

ションのもと、気候・自然・人と社会に関する課題を、個別の環境・社会対応ではなく、中⾧
期的な環境価値・社会価値の創出と、それを通じた企業価値の向上に関わる経営課題として捉え
ています。 

本章では、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、取締役
会、経営層、グループCxO、サステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会、事業
部門および管掌部門が、どのように監督・管掌し、経営判断へ接続しているかを説明します。
依存、インパクト、リスクおよび機会の特定、評価、優先順位付け、管理、モニタリングおよ
び全社的リスクマネジメントへの統合プロセスについては、第5章で詳述します。 

本レポートにおけるガバナンスは、気候・自然に関するリスクと機会のみを対象とするもの
ではありません。TISFD β版の観点も踏まえ、人と社会に関する依存、インパクト、リスクお
よび機会についても経営上の重要課題として捉え、その対象には働く人々、バリューチェーン
上で働く人々、地域社会、顧客・利用者を含みます。 

これにより、カナデビアグループのガバナンスは、サステナビリティに関する監督を、サス
テナブルビジョン「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最大化する」の実現に向けた経営管理
へと接続するものとしています。 

カナデビアグループのサステナビリティに関するガバナンスは、取締役会が最終的な監督責
任を負い、執行側に設置されたサステナビリティ推進委員会が、サステナブルビジョン実現に
向けた戦略や目標を審議・策定し、その実行状況をモニタリングする二層構造としています。
具体的な施策の実行は各社・各部門が事業活動の中で担い、取締役会は、戦略や目標の妥当
性、進捗、乖離要因および改善計画を評価し、必要に応じて是正または改善を指示します。 

取締役会は、年2回、サステナビリティに関する重要事項について審議し、監督としての意思
決定、すなわち承認、再検討、改善指示を実施しています。その際、気候・自然に関するシナ
リオ、およびそれらから導出した人と社会への示唆と戦略レジリエンスの試行的評価、KPI算
定値等の将来情報について、その前提・仮定および推論過程が妥当であるかを、サステナビリ
ティ推進委員会および経営戦略会議における検討内容、サステナビリティ推進部およびERM部
の確認結果に基づきレビューし、必要に応じて修正を指示します。議題内容と監督結果は議事
録に記載し、経営層は翌年度の計画策定に反映させます。 

 取締役会が監督する主な事項には、気候変動・自然資本・社会課題に関するリスクの特定結
果、TCFD・TNFD・TISFD等のフレームワークに基づくリスク・機会の評価、サステナビリ
ティ戦略と中期経営計画の整合性、成功の柱、すなわちマテリアリティ別KPIの進捗、乖離要
因および改善計画が含まれます。 

TISFD β版の観点では、取締役会の監督対象には、人と社会に関する重要な依存、インパク
ト、リスクおよび機会も含まれます。具体的には、人権尊重、労働安全衛生、技能継承、サプ
ライチェーン上の人権・労働、公正な取引、地域社会への影響、顧客・利用者の安全、苦情処
理・救済へのアクセス等が、事業活動に伴う重要な経営課題として監督対象となります。 
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専門領域ごとの執行責任の明確化 
 カナデビアグループは、専門領域ごとの執行責任を明確化する仕組みとして、2026年4月に
グループCxO制度を導入しています。グループCxOは、専門領域ごとの責任者として位置づけ
られており、グループ会社を含む各分野において、方針立案、管理および助言の責任を担いま
す。この制度は、グループ経営が進展する中で、分野ごとの責任の所在を明確にし、経営意思
決定の高度化・迅速化およびグループ横断ガバナンスの強化を図るものです。 

 また、トップリスクのオーナーを各分野のグループCxOが担う体制を整備し、委員会ごとの
レポートラインを通じて必要な情報をグループCxOに集約します。各グループCxOがグループ
全体の視点から運営方針およびリスク対応方針を管掌することで、専門性に基づく執行と、取
締役会による監督の実効性向上を図ります。 

本レポートの対象である気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機
会、統合戦略、移行計画、KGI・KPIおよびデータガバナンスについても、取締役会、グループ
CxO、後述するサステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会、事業部門および管
掌部門が連携して扱います。これにより、サステナビリティに関する監督は、取締役会への報
告にとどまらず、専門領域ごとの責任を担う経営層が、事業戦略、リスク管理、KPI管理およ
びデータガバナンスに接続して実行する統合ガバナンスとして運用されます。 

なお、経営層による執行責任は、気候・自然に関する目標管理に限られるものではありませ
ん。人と社会に関する課題についても、人権尊重、コンプライアンス、労働安全衛生、人的資
本、サプライチェーン、品質、地域社会および顧客・利用者への影響を、各専門領域の責任の
下で扱い、必要な情報を経営判断へつなげます。これは、TISFD β版の観点を踏まえ、人と社
会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、経営上のリスク管理および価値創造の対
象として扱うための基盤となります。 

 

図3-1：グローバル会議の様子 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナビリティ推進体制 
サステナビリティ推進委員会 

サステナビリティ推進委員会は、サステナブルビジョン実現のための戦略や目標設定を行
い、グループのESGに関する重要な課題に対する戦略・施策の実施状況を監督し、必要な指示
を行います。同委員会は、中期経営計画策定に際し、サステナブルビジョン実現のための戦略
や目標を見直すための審議を行います。その際、TCFD・TNFD・TISFD β版等のフレームワー
クに基づき、気候変動および自然関連ならびに人と社会に関する依存、インパクト、リスクと
機会を評価します。サステナビリティに関する取組の進捗等は、サステナビリティ推進委員会
で確認し、取締役会に報告します。 

2026年度からは、グループCxO導入に伴い、サステナビリティ推進委員会委員⾧をグループ
CEOである取締役社⾧からグループCRGO(Group Chief Risk Governance Officer)51) へ変更し、
専門性に基づく執行を推進するとともに、サステナビリティ推進委員会の委員構成を経営戦略
会議メンバーおよび主要なグループ会社社⾧へ拡大し、事業戦略とサステナビリティ戦略の統
合的なマネジメントプロセスを強化します。 

 

サステナビリティ戦略委員会 

サステナビリティ戦略委員会は、サステナビリティ推進委員会の方針のもと、サステナブル
ビジョンおよび成功の柱に基づく戦略を、事業戦略、投資判断、KPI管理および実行施策へ接
続するための検討機能を担います。同委員会は、サステナビリティ推進委員会を補完し、個別
テーマをより実務的・戦略的に検討する場として機能します。すなわち、サステナビリティ推
進委員会がグループ全体の方針、目標、進捗および取締役会報告を担うのに対し、サステナビ
リティ戦略委員会は、事業戦略との整合性、KPIの実効性、実行施策の優先順位および部門横
断課題の整理を担います。 

2026年4月より、事業戦略とサステナビリティ戦略の一体化を進めるため、サステナビリ
ティ戦略委員会のもとに、カーボンニュートラル分科会およびサプライチェーンマネジメント
分科会を設置し、必要に応じて分科会を拡大する体制としています。カーボンニュートラル分
科会では、カーボンニュートラルガイドラインの策定、LCA算定ルールの策定と事業・製品へ
の適用、削減計画・投資計画の見える化を進めます。また、サプライチェーンマネジメント分
科会では、サプライチェーンのGHG排出量算定ルールや人権リスク対応方針の検討を進めます。 

 

 

グループの事業活動に由来するGHG排出量などの 
環境データ管理プロセスの検証とモニタリング 

サステナビリティ推進委員会 
委員⾧：取締役社⾧ 
委 員：事業本部⾧、事業所⾧、 
    グループ会社社⾧ 
事務局：サステナビリティ推進部 

指示 

➀サステナブル経営方針の決定 
➁サステナビリティ推進委員会の運用状況を監督 

グループ全体および事業部・各社のサステナビリティ
に関する基本方針、戦略等立案とKPIフォロー 

➀環境保全の基本方針および重点実施項目の策定 
➁下部委員会への指示と監督 

業務執行機能 

経営監督機能 

経
営
戦
略
会
議 

報
告 

監
督 

報
告 

環境データ管理委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

サステナビリティ戦略委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

環境保全推進委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

➀基本方針、戦略および諸施策の審議・決定 
➁下部機関のモニタリング・助言 
【事務局】 
➀サステナビリティ推進委員会の運営 
➁サステナビリティ推進基本方針、戦略および 
 諸施策の立案、ロードマップ進捗フォロー 
➂情報収集、分析・評価 

指示 

報告 

取締役会 

サステナビリティ推進部 

サステナビリティ推進部は、サステナビリティ推進委員会の事務局として、サステナブル経
営の推進を一元的に担うとともに、方針策定やグループ横断的な各種施策の実行・支援、情報
発信等の活動を行っています。また、サステナビリティ推進部は、気候・自然・人と社会に関
する依存、インパクト、リスクおよび機会、KGI・KPI、データガバナンス、開示表現および第
三者保証対応を、関係部門と連携して統合的に整理します。具体的には、各部門から提出され
る非財務情報を集約し、算定方法、対象範囲、データ品質を確認し、証跡管理を行うととも
に、サステナビリティ推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会での審議に必要な論点を
整理します。 

 

図3-2： サステナビリティ推進体制(2026年3月末)   

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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循環経済の分野で世界をリードするサステナビリティを 

 私は、カナデビアには循環経済の分野で世界をリードできる力があると思っています。廃
棄物処理だけでなく、エネルギー、水、資源循環など幅広い社会インフラに関する技術と事
業を持っている。これらを組み合わせれば、カナデビアだからこそ描ける循環型社会の姿が
あります。 
 サステナビリティと企業経営は、別々に存在するものではありません。カナデビアの場合
は特に、廃棄物、エネルギー、水、脱炭素化など、社会や環境の課題を解決することが、そ
のまま事業につながっています。その意味で、サステナビリティ戦略は経営戦略、事業戦略
そのものだと考えています。 
 カナデビアグループは気候変動への取組については、本業との関係も深く、かなり進んで
います。気候変動に対する社員の意識は高く、会社としての強みになっていると感じていま
す。一方、自然や人・社会といったテーマについては、これからさらに取組を深めていく余
地があります。 

2050年のビジョンに向かう道筋を、今の時点ですべて固定できるわけではありません。
2030年、2040年という時間軸を置くことは重要ですが、サステナビリティを取り巻く技術、
政策、社会、自然環境は変わり続けます。したがって、将来像からバックキャストしながら
も、その途中の道筋は環境変化に応じて見直していく「ムービングターゲット」として考え
る必要があります。 
 これは目標を曖昧にするということではありません。むしろ、目指す方向を明確にした上
で、現在地を確認し、その時点で最も適切な方法を選び続けるということです。意欲的な将
来像を示しながら、それが将来に対する確定的なコミットメントなのか、目指す方向を示す
フレームなのかを区別して説明することも、上場企業として重要だと考えています。 

「意識」できて、サステナビリティは実感と行動につながる 

 サステナビリティを進める上で、私が最も大切だと思う言葉を一つ挙げるなら、「意
識」です。制度や目標があっても、人を動かすのは「自分はこれをやろう」という意思で
す。その意思を支えるものが、日々磨いてきた「良識」、Common Senseです。そして、自
分の仕事に対するプライドだと思います。 

 その中で、私が特に重要だと思っているのは、サステナビリティを社員一人ひとりが「自
分の仕事と密接につながっているもの」として実感できるようにすることです。気候変動で
あれば、CO₂排出などを通じて事業との関係を比較的イメージしやすい一方、「自然に優し
い事業」「人々の幸福に貢献する」と言われても、自分が今日行っている仕事とどうつな
がっているのかが分からなければ、お題目で終わりかねません。重要なのは、「自分の仕事
のどこがサステナビリティにつながり、自分には何ができるのか」を理解することです。そ
の接点をリーダーが分かりやすい形で示すことが、サステナビリティを経営として推進する
上での第一歩だと考えています。私は、社員一人ひとりが、家族や親、子ども、友人に対し
て、自分たちの会社や自分の仕事を誇れる状態であってほしいと思っています。その「意
識」が実際の行動として表れ、その積み重ねがサステナビリティにつながっていきます。 
 

【経営層ヒアリング】 

サステナビリティを「一人ひとりの仕事」に
変える ー意識と良識が、実践につながるー 

専務執行役員 
グループCRGO 
兼 コンプライアンス・ 
サステナビリティ・ 
リスクガバナンス本部⾧  
小島 英一 
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浸透の鍵は、身近なリーダーが「腹落ち」し、自ら発信できるようになること 

 サステナビリティを組織に浸透させる上で、鍵になるのは身近なリーダーです。普段仕事
で接する、本部⾧、工場⾧、部⾧、グループ⾧など、社員が日常的に接する身近なリーダー
の理解と実感が不可欠です。 

 サステナビリティは、なかなか見える形で意識されるものではありません。入り口では誰
もが「大切だ」と理解していても、その先まで進めるためには、リーダー自身がその意味を
咀嚼して、自分の言葉で繰り返し組織に伝えていく必要があります。 

 「私たちは循環経済のリーダーです」と言うだけでは十分ではありません。なぜカナデビ
アがリーダーと言えるのか。どのような強みがあり、どのような社会を目指し、そのために
何をしているのか。それを経営層自身が自分の言葉で説明できなければなりません。サステ
ナビリティを所管する部門と共にそれぞれの事業や職場のリーダーが、「この仕事をどう変
えることがカナデビアのサステナビリティにつながり、その先では社会や地球環境にどう貢
献する」と説明できることが重要です。 

 一方で、⾧期を対象にするサステナビリティに、真の正解があるわけではありません。常
にターゲットは動いています。社員自身が何かを見聞きした時に、「なるほど、自分の仕事
はここにつながっているのか」と気づく。そのきっかけを数多く用意し、必要な時に背中を
押す。それが経営やリーダーの役割ではないでしょうか。 

 

幅広い接点を持つことが、サステナビリティをリードする「良識」が磨かれる 
 そこで重要になるのが、「良識」を磨くことです。良識とは、決められた正解を覚えるこ
とではありません。社会で何が起きているのかに関心を持ち、異なる考え方に触れながら、
「この状況では何が適切なのか」を自ら考える力です。これは一度身につけて終わるもので
はなく、日々磨き続ける必要があります。 
 「良識」を磨くためには、リーダーは、もっと外へ向けて発信していくべきです。私は社
員にも、社外との接点を積極的に持ってほしいと伝えています。社内だけを見ていると、ど
うしても発想や判断の幅が狭くなります。同業他社だけでなく、異なる業界、研究者、地域
社会など、さまざまな人の考え方に触れることで、「そんな捉え方もあるのか」という発見
が生まれます。 

 カナデビアグループには、環境問題への意識が高い社員が多数います。そして、社内には
すでに素晴らしい取組をしている人がたくさんいます。地域と一緒に活動している工場、専
門性を生かして社会課題に取り組んでいる社員、新しい技術に挑戦しているチーム。ところ
が、それがお互いに十分知られていません。そうした活動をもっと発信し、「隣にいる人が
こんなことをしているんだ」と知ることが、次の行動のきっかけになります。経営はこうし
た機会や経営・事業ビジョンを提供することで牽引していきます。  

 「良識」は、一度身につければ完成するものではありません。社会も変われば、事業も変
わります。外の世界に触れ、考え、対話しながら、常に自分自身の判断軸を磨き続ける必要
があります。 

 人が大きく動く時には、理屈だけでなく「共感」や「感動」があります。会社が、さまざ
まな場所にきっかけをつくり、社会との繋がりを実感できる場を提供し、社員自身の関心と
結びついて自然に動き出す環境をつくることも必要です。一人ひとりが意識と良識を磨き、
それを行動に変え続けられる環境をつくる。それが経営の務めであり、カナデビアのサステ
ナビリティを前へ進める力になると考えています。 
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関連委員会・専門機能・事業部門の役割分担 

サステナビリティ課題を経営に実装するためには、サス
テナビリティ推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会
における審議に加え、専門部門によるルール整備・支援
と、事業部門・グループ会社における実行を連動させるこ
とが不可欠です。 

気候・自然に関する取組については、サステナビリティ
推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会のもとで、
環境保全推進委員会および環境関連部門と連携し、自社拠
点、工場およびグループ会社における環境マネジメントシ
ステム、環境負荷データ、GHG排出量、資源循環、水利
用、廃棄物、環境法令対応および是正管理を推進します。
なお、環境マネジメントシステムや環境データの取得・算
定方法、推計・制約、第三者保証対応に関する詳細は、3.6節
および第5章で説明します。 

人と社会に関する課題については、人事部門、調達部
門、法務・コンプライアンス部門、品質部門、安全衛生部
門等が連携し、人的資本、人権尊重、多様性・公平性・包
摂性(Diversity, Equity & Inclusion(DE&I)52))、働く人々の
Well-being、労働安全衛生、サステナブル調達、サプライ
チェーンDD、品質・コンプライアンスに関する施策を推進
します。サステナビリティ推進部は、これらの部門と連携
し、人と社会に関する依存とインパクト、リスクと機会の
分析を、戦略、リスク管理、指標と目標につなぐ役割を担います。 

また、事業本部、工場、グループ会社および調達実務部
門は、気候・自然・人と社会に関する施策を、事業計画、
設備投資、研究開発、調達、製造、施工、運営、顧客提案、
地域対応等に反映し、事業活動の中で実行します。 

一方、サステナビリティ推進部、法務・コンプライアン
ス、人事、調達方針(企画・管理)機能、品質、安全衛生等の
本社専門機能は、方針・ルールの整備、助言、モニタリン
グ、データ品質確認、是正支援、取締役会および各委員会
への報告支援を行います。これにより、事業部門・グルー
プ会社が自らの事業活動においてサステナビリティ施策を
実行しつつ、本社専門機能がグループ横断で一貫性、信頼
性および説明可能性を確保します。 

カナデビアグループが気候・自然・人と社会に関する課
題を統合的に管理するうえでは、これらを個別の環境課
題・社会課題として分離して扱うのではなく、事業戦略、
リスク管理、人的資本経営、コンプライアンス、サプライ
チェーン管理および改善活動に接続することが重要です。
特に、人権尊重、コンプライアンス、心理的安全性、組織
風土、人的資本、サプライチェーン上の信頼は、カナデビ
アグループが環境価値・社会価値を社会に実装し続けるた
めの経営基盤です。カナデビアグループでは、これらを統
合ガバナンスのもとで管理し、専門機能と事業部門が連携
して実効性を高めていきます。 

こうした統合ガバナンスの実装にあたり、法務・コンプ
ライアンス機能は、人権リスク、コンプライアンス、信頼資
本の再構築に関する重要な役割を担います。また、人事機
能は、人的資本、組織風土、働く人々のWell-beingおよび
能力発揮を通じて、「人々の幸福の最大化」を支える基盤
づくりを担います。 

 本章では、統合ガバナンスを支える専門機能の視点として、グ
ループCLO (Group Chief Legal Officer) 53)の考え方を紹介します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナビリティを実現する土台は、共通の価値観と原理原則 
 私たちは、技術と人の力を通じて環境や社会にポジティブなインパクトを生み出し、それ
が事業の成⾧につながるビジネスモデルを展開しています。事業を成⾧させることと、環境
や社会への価値を生み出すことを同じ方向で進められることは、大きなアドバンテージです。 
 一方、株主や投資家だけでなく、社員、サプライヤー、お客様、地域社会の皆様など、多
様なステークホルダーとの関係の中でビジネスは成り立っています。特にカナデビアグループ
は、多くの製品やサービスをサプライヤーから調達し、それらを組み合わせて社会へ提供し
ています。サプライチェーンの中で人権や法令遵守上の問題が生じれば、私たち自身が重視
している価値観との矛盾が生まれます。だからこそ、サプライヤーを含め、グループのビジ
ネスに関わる全ての人々と、どのような価値観を共有し、何を守るべき原理原則とするのか
を明確にすることが重要です。細かなルールですべてを規律するのではなく、判断の拠り所
となる価値観と原理原則を共有する。そのためのフレームワークを、2030年を一つの節目と
して整えていきたいと考えています。 

 
ガバナンスは「支配すること」ではない 
  グループのグローバル化が進むほど、ガバナンスの重要性は高まります。人、技術、情報
など、グループが持つさまざまな資産を国や会社の壁を越えてガバナンスを活用し、企業価
値と競争力を高めていくためには、グループ全体で共通する価値観と原理原則が必要です。
その枠組みの中で、事業部や関係会社が、自らがビジネスを行う市場の規制や法制度に合わ
せて主体的に判断する。私はそれが、本来のガバナンスだと考えています。当然、各国の法
令や商習慣は異なります。現場のオペレーションの細部まですべて同じにする必要はありませ
ん。一方で、「何を大切にする会社なのか」「どのような行動は許容しないのか」という上

位の考え方が国によって変わってしまっては、グループとして一体化は望めません。グローバ
ルにビジネスをより一層拡大していく今だからこそ、グループ全体で価値観と原理原則を共
有し、その上で現場が、安心して力を発揮できる環境をつくることが必要です。 

 
私が大切にするのは「誠実さ」と「透明性」 
 私が仕事をする上で大切にしているものを二つ挙げるなら、「誠実さ」と「透明性」で
す。単に法律やルールに違反しないことがではありません。より重要なのは、ビジネスイン
テグリティ、つまり誠実にビジネスを行うことです。そして、自分たちが何を考え、なぜその
判断をしたのかを合理的に説明できること。それが透明性だと考えています。複雑な社会で
は、すべての判断について全員から賛同を得ることはできません。だからこそ、「なぜこの
判断が企業や社会にとって最適なのか」を、根拠を持って説明できることが重要です。私は、
透明性こそが力になると思っています。 
 例えば、人権デュー・デリジェンスも、単に「やらなければならないタスク」ではありま
せん。自分たちやサプライチェーンが現在どこにいるのかを明らかにし、何ができていて、
何がまだ十分でないのかを理解するためのプロセスです。できていないことが見えたとして
も、誰かを非難するためではありません。まず現在地を正しく見えるようにすることが、改
善の第一歩です。そして「できていないこと」は、「これからできるようになること」と捉
えるポジティブさが必要だと思います。  

 

【経営層ヒアリング】 
常務執行役員 
グループCLO 
兼 法務・知的財産本部⾧ 
北島 敬之 「誠実さと透明性」で、挑戦をアンロックする 
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リスクを「止める理由」ではなく、「挑戦を可能にする材料」に変える 
 法務やコンプライアンスというと、ビジネスに対して「それはできません」と言う役割だ
と思われがちです。しかし、私はむしろ逆だと考えています。 
 本当に法律上禁止されていることは、できません。一方、「何となく心配だからやめてお
こう」というものまで止めてしまえば、新しい事業は生まれません。重要なのは、その心配
事を具体的なリスクへと置き換えることです。何が起こる可能性があるのか、起きる確率は
どの程度なのか、影響はどの程度なのか。そして実際に起きた時にどのような対応策を取る
のか。そこまで見えるようになれば、リスクを取る、取らないの合理的な判断ができるよう
になります。 
 リスクをゼロにすることだけを考えると、本来実現したかった事業そのものを小さくして
しまうことがあります。そうではなく、リスクを取るために何を変えればよいのかを考え
る。契約のつくり方を変える、必要なガードレールを設ける、代替策を準備する、専門家の
知見を入れる。そうすることで、これまで「できない」と考えていたことが「どうすればで
きるか」という議論に変わります。 
 私が目指すのは、問題が起きてから相談を受ける法務ではありません。事業戦略の段階か
ら入り、何が障害になる可能性があるかを先回りして考え、ビジネスが安心して挑戦できる
環境をつくる法務です。法務の人材は、法律の専門家であるだけではなく、法律のことをよ
く理解したビジネスリーダーであるべきだと考えています。 

 
失敗できるガードレールが、イノベーションを生む 
 カナデビアグループには、⾧い歴史の中で積み上げてきた技術や知見があります。一方、
⾧い歴史を持つ会社だからこそ、過去のやり方をそのまま積み上げ、新しいことを始めよう
とすると、その上にさらにルールを加えてしまう面もあります。 
 本当に新しいことへ挑戦するのであれば、過去のものを尊重するだけでなく、時には「こ
れはもうやめよう」と判断することも必要です。今ある枠組みの中で何ができるかだけを考
えるのではなく、実現したいことから逆算して、必要なら枠組みそのものを変える、という
発想を大切にしていきたいと思います。 

 

 また、挑戦すれば失敗することもあります。だからこそ法務には、失敗しても致命的な問
題にならないよう、あらかじめガードレールを設計する役割があります。契約やルール・基
準・ガイドラインの作成、情報管理、トレーニングなどによって、安心して試すことのでき
る環境をつくる。その上で、失敗から学び、次の挑戦につなげる。そうした「実験できる文
化」が、イノベーションには必要です。 

 
「できない理由」ではなく、「どうすればできるか」を考える 
 リスクを正しく考えるためには、一人で判断してはいけません。事業部門、法務、専門
家、サプライヤー、お客様、地域社会など、さまざまな立場の人との対話が必要です。 
その時に大切なのが、異なる意見を排除しないことと、相手を尊重することです。自分の意
見が尊重されていると感じられれば、人は自由に考えを表現できます。その中から、これま
でにないアイデアが生まれるかもしれません。人を尊重することは、心理的安全性だけでは
なく、より良いリスクマネジメントにもつながります。 
 難しい理由を並べることは簡単です。しかし、本当に必要なのは、「どうやったらできる
のか」を考えることです。必要なのは人なのか、お金なのか、時間なのか。あるいは技術、
スキル、知識なのか。必要な条件を具体化すれば、議論は前へ進みます。 
 私は、この会社にはまだ「アンロック」できる力がたくさんあると思っています。⾧い歴
史の中で蓄積してきた技術や経験があり、それを支える人がいる。その一方で、自分たち自
身で「ここまで」という境界線を引いているように見えるところもあります。 
 その境界を突破し、より高い目標へ挑戦できるようにする。そこで重要になるのが、
Technology、Integrity、Safety、そしてTransparencyです。 

 
 誠実さと透明性を土台に、安心してリスクを取り、挑戦できる会社にする。法務・コンプ
ライアンスの力によってカナデビアグループの可能性を次から次へと“アンロック”していく
ことが、私の役割だと考えています。 

 



37 
37 

リスク管理を支えるガバナンスと統合型リスク管理への接続 
気候・自然・人と社会に関する課題は、サステナビリティ上の重要課題であると同時に事業

継続や事業戦略、環境価値および社会価値の創出に影響を与え、企業価値向上にも影響を及ぼ
す中⾧期的なリスクと機会でもあります。このため、サステナビリティ推進委員会およびサス
テナビリティ戦略委員会で特定・評価された重要なリスクと機会は、リスクマネジメント委員
会およびERM部において、統合型リスク管理の枠組みの中で扱います。本節では、リスク管理
を支える監督・執行・報告ラインを説明します。なお、気候・自然・人と社会に関するリスク
およびインパクトの特定・評価・優先順位付け、対応方針、モニタリング、是正・改善プロセ
スの詳細は、第5章で説明します。 

グループ全体のリスクマネジメントについては、2025年3月にERM部を新設し、同部門が中
心となって統合型リスク管理の構築に着手しています。取締役会が、リスクマネジメント方針
の決定と最終的な監督責任を担い、リスクマネジメント委員会を中心とする執行側の体制によ
り、グループ全体のリスクを一元的に把握・整理・可視化し、対応策を検討する枠組みを整備
しています。リスクの特定にあたっては、内部環境・短期的視点のリスクに加え、外部環境・
中⾧期的視点のリスクも対象とし、影響度と発生可能性を定量的・定性的要因から総合的に判
断しています。ESGリスクを含む主要なリスクについては、ERM部が対応策の進捗状況を経営
層に報告し、経営層が適時に問題を認識し対処するための体制を整えています。 

サステナビリティ推進に関する戦略は、バリューチェーン全体を対象に依存とインパクトの
分析やシナリオ分析を行い、リスクと機会を洗い出したうえで、サステナビリティ推進委員会
において策定します。一方、これらのリスクと機会は、ESG課題に対する中⾧期的なリスクと
して、リスクマネジメント委員会においても議論します。サステナビリティ推進委員会におけ
る検討内容を踏まえ、リスクマネジメント委員会がリスク対応方針を確認し、その対応状況を
モニタリングします。これにより取締役会はリスクマネジメント委員会における議論を踏ま
え、個別事案におけるリスク対応方針の適用状況を監督し、ガバナンス体制の実効性向上を図
ります。 

 

図3-3：リスクガバナンス体制(2026年3月末) 
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データガバナンス 
データガバナンスの考え方 

現在、カナデビアグループはGHG排出量データについて
第三者保証を受けていますが、国際的な動向として、気候・
自然・人と社会に関する非財務情報についても、比較可能
性、検証可能性および信頼性が求められるようになってい
ます。その対応のためには、収集するデータを「保証可能
な経営情報」へと高める必要があり、データのガバナンス
の整備が重要となります。以下では、環境データに関する
データガバナンスの現状と今後の高度化の方針について説
明します。 

カナデビアグループでは、「環境負荷をゼロにする」と
いうサステナブルビジョンの実現に向け、グループ会社お
よび事業拠点の環境データを収集・管理する環境データ管
理基盤を構築し、各事業所・各社から環境情報を収集し、
環境保全活動の推進および環境リスク管理に活用しています。 

各事業所・各社から収集する主な環境データには、エネ
ルギー投入量、温室効果ガス排出量、水資源投入量、廃棄
物発生量、化学物質投入量等が含まれます。これらのデー
タは、環境データ管理要領に基づき、事業所単位で定期的
に収集され、グループ全体の環境目標およびKPIの管理に活
用されています。 

また、カナデビアグループでは、自社事業活動による環
境負荷の把握だけでなく、バリューチェーン全体でのカー
ボンニュートラルの推進を目指し、Scope3排出量の管理に
も取り組んでいます。Scope3カテゴリー1に係るGHG排出
量は、国内外の主要子会社から環境データを収集し、環境
情報管理ソリューションに蓄積しています。また、主力事
業であるWtE事業については、納入したごみ焼却発電施設を

対象に、Scope3カテゴリー11に係るGHG削減・排出関連
データの把握を進めています。 

収集した環境データは GHG削減目標の進捗管理、第三者
保証審査対応、環境保全推進プランのフォロー、ESG情報
開示、CDP・TCFD・TNFD等への対応、環境監査およびリ
スク管理、経営層への環境パフォーマンス報告に活用して
います。サステナビリティ推進委員会およびサステナビリ
ティ戦略委員会において定期的にデータをレビューし、環
境課題の抽出と改善施策の立案を行うことで、PDCAサイク
ルによる継続的改善を推進しています。 

 

開示高度化ロードマップ 

今後は、気候情報について国際的にはIFRS S2号、日本で
はSSBJ54)サステナビリティ開示テーマ別基準第2号への対応
が求められることを踏まえ、より高度なデータガバナンス
が必要となります。また、自然情報についてもTNFD/SBTN 

(Science Based Targets Network)55)の連携により、目標設
定、データ測定および開示の動きが進んでいます。さら
に、欧州では企業サステナビリティ報告指令(Corporate 
Sustainability Reporting Directive (CSRD)56))に基づき、人
と社会に関するデータを含むESG全体のデータ開示が求め
られており、サステナビリティ情報にも、財務報告に近い内
部統制、証跡、レビューが求められつつあります。 

 

 

 

このため、カナデビアグループでは、データ境界、デー
タ品質、証跡管理、経営への接続を今後整備すべきデータ
ガバナンス上の重要事項として認識しています。具体的に
は、連結対象子会社、施設、組織、各Scopeおよびバ
リューチェーンに関するデータ範囲を明確にすること、一
次データ、推計値、未収集データ、代替データ57)を区分す
ること、活動量、係数、算定ロジック、承認履歴を文書化
し、証跡として適切に保存すること、移行計画、ICP 

(Internal Carbon Pricing)58)、統合型リスク管理および事業
計画との連携を行うことが必要です。 

2026年度は、これらの基盤を整備するため、GHGデータ
を先行領域として制度設計を固め、自然・人と社会のデー
タガバナンスへの拡張を進めていく予定です。本章では、
データガバナンスを支える監督・責任分担の考え方を示
し、データの取得範囲、算定方法、証跡管理、第三者保証
対応等の詳細は、第6章および付録で説明します。 
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ステークホルダーとの対話とガバナンスの高度化 
ステークホルダーとの対話を通じた経営への反映 

カナデビアグループは、事業活動の影響を受けるステー
クホルダーとの対話を、単なる情報提供や意見交換ではな
く、人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機
会を特定・評価し、事業活動を改善するための重要な経営
プロセスとして位置づけています。 

ステークホルダーとの対話には、主に三つの目的があり
ます。第一は、環境・社会の実際または潜在的な負のイン
パクトについて、人権デュー・デリジェンス等を通じて把
握し、予防、軽減、是正・救済につなげることです。第二
は、影響を受ける人々の視点を、重要性の判断、事業計
画、受注・投資判断、調達、設計、施工、運転、品質・安
全管理等に反映することです。第三は、顧客、自治体、地
域社会、取引先等と、地域課題の解決や社会価値の創出に
ついて共創することです。 

対話を実施する部門は、対象となるステークホルダー、
対話の目的・方法、把握した主な意見・懸念、当社による
評価、意思決定または施策への反映、フォローアップの状
況を記録します。環境への悪影響、人権、安全、顧客・利
用者の安全、地域社会への重大な影響、事業継続または社
会的信頼に関わる事項については、関係するグループCxO、
サステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会
等へ報告し、必要に応じて経営判断へ反映します。 

取引先との関係は、単なる調達管理にとどまらず、環境対
応、公正・公平な取引、人権、労働安全、品質および企業倫
理を含む、バリューチェーン全体の信頼性を高めるための重
要な基盤です。具体的な調査、評価、改善要請および再評価
のプロセスについては、付録で説明します。 

 

投資家・金融機関および外部有識者との対話 

投資家との対話では、人的資本および環境情報開示に関し
て、今後の高度化に向けた期待や示唆をいただいています。
具体的には、エンゲージメント指数を役員報酬に連動させて
いる点について、経営としてのコミットメントを示すものと
して評価いただく一方、同指数の実績値と目標の乖離が大き
いことから、目標値の再設定も含めた検討の必要性について
ご意見をいただきました。また、人的資本に関する課題や具
体策をより踏み込んで開示すること、単体にとどまらず子会
社を含むグループ全体でエンゲージメント向上につなげるこ
とへの期待も示されています。環境面では、特にScope3削
減施策やGHG排出削減貢献量59)について、国際的なガイダン
スに沿った算定・開示を進めることへの期待をいただいてい
ます。カナデビアグループは、これらの意見を、人的資本経
営、非財務情報開示および対話の質を高めるための示唆とし
て受け止め、今後の改善につなげていきます。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

影響を受けるステークホルダーとの対話 

環境については、行政および地域住民と対話しています。
カナデビアグループの工場や運営施設では、GHG排出、汚染
物質の流出、騒音、振動、臭気等により、事業拠点が立地す
る地域社会の自然環境および生活環境に影響を与える可能性
があります。このため、各社・各事業所では、ISO14001等
に基づく環境マネジメントに取り組むとともに、大気、水
質、土壌、騒音、振動、臭気等について、法令遵守に加え、
必要に応じた自主的な管理と予防保全を進めています。 

運営を受託しているごみ焼却発電等の施設においても、施
設所有者等が定める環境基準を遵守し、日常の監視、予防保
全および施設所有者への適時報告を行うとともに、施設所有
者による地域住民への説明・情報開示を支援しています。こ
れらの取組は、地域社会との信頼関係を維持し、事業活動に
よる自然環境および生活環境への影響を適切に管理するため
の基盤です。 

2026年版では、取引先調査および人権デュー・デリジェ
ンスを、ステークホルダーの意見を具体的な改善へ接続する
先行的な取組として整理します。一方、働く人々、地域社
会、顧客等については、対話のチャネルは存在するものの、
把握した意見がどの意思決定を変更したかをグループ横断で
追跡・開示する仕組みは整備途上です。今後、主要な対話に
ついて、意見、判断、対応および結果の追跡可能性を高めます。 

また、サプライチェーンにおいては、環境負荷ネットゼロ
および人権尊重を含むサステナブル調達の実現に向け、取引
先との対話、調査、評価およびフィードバックを通じて、継
続的な改善に取り組んでいます。 
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 なお、投資家・金融機関および外部有識者との対話は、
開示情報の意思決定有用性、経営戦略との整合性および資
本市場から見た課題を確認するために活用します。ただし、
これらの対話は、事業活動から直接影響を受ける働く
人々、バリューチェーン上で働く人々、地域社会、顧客・
利用者との対話を代替するものではありません。本レポー
トでは、影響を受けるステークホルダーとの対話と、開示
情報の利用者との対話を区分して整理しています。(表3-1参照) 

 

外部有識者からの示唆を踏まえたガバナンスの高度化 

 カナデビアグループは、外部有識者からの第三者意見
も、サステナビリティ・ガバナンスを高度化するための重
要な示唆として受け止めています。The Sustainability 
Collaborative Senior Advisorの高見幸子さんからは、The 
Natural Stepの持続可能性分析、バックキャスティングおよ
び持続可能性4原則の視点を踏まえ、カナデビアグループの
戦略、情報開示、気候変動・ネイチャーポジティブ60)への
貢献可能性についてご意見をいただきました。 

 コラムで示す第三者意見を含め、カナデビアグループ
は、ステークホルダーとの対話を単なる外部コメントとし
て扱うのではなく、気候・自然・人と社会に関する依存、
インパクト、リスクおよび機会を把握し、経営に反映する
ための重要な入力情報として位置づけます。今後も、地域
社会、顧客・利用者、取引先、投資家、外部有識者等との
対話を通じて、サステナビリティ・ガバナンスの実効性を
高め、サステナブルビジョンの実現に向けた取組を継続的
に改善していきます。 

 

意思決定・施策への反映2026年版で把握した主な示唆主な対話・把握方法対象

人事制度、Well-being、 
安全衛生、コンプライアンス等の既存 
施策へ反映

安全・健康、心理的安全性、技能、 
エンゲージメント等が重要な論点

エンゲージメント調査、 
働く人々の声、相談・通報、 
安全衛生情報

直接の雇用関係にあ
る従業員およびカナ
デビアグループに労
務を提供する人々 

追加SAQ・ヒアリング、納期・仕様変
更時の事前協議、変更理由・承認の記
録、追加費用の取扱い、相談窓口の 
説明、改善、改善計画・期限・再評価

業務負荷および一方的な納期変更
に関する改善課題 
ヘルプラインについて、相談対象
の判断、取引への影響、対応の流
れへの不安

GCNJ SAQ61)、人権DD、 
取引先コンプライアンス調
査、取引先専用ヘルプライン

バリューチェーン
上で働く人々

現時点では案件・施設ごとの対応が 
中心

騒音、交通、排出、土地・水利
用、サービス継続性、便益と負担
の偏在等が重要な論点

事業・施設ごとの説明、 
地域との対話、苦情・相談、 
施設所有者を通じた情報提供

影響を受ける 
地域社会

品質、安全、運転・保守、 
⾧期サービス等の管理へ反映

安全、安定稼働、情報提供、 
サービス継続性が重要な論点

顧客との協議、品質・安全情
報、事故・サービス停止情
報、苦情・相談

顧客・利用者

表3-1 影響を受けるステークホルダーとの対話と経営への反映 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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持続可能性4原則を踏まえた
2030年に向けた示唆 

コラム：外部有識者からの第三者意見 

The Sustainability 
Collaborative Senior Advisor 
高見幸子 

主な示唆  持続可能性4原則  

石油由来プラスチックへの対応として、ごみ焼却発電
施設におけるリサイクル対策や、環境NGO・自治体
と連携した住民啓発を進めること。サプライヤーや自
社の社用車を電気自動車へ切り替えること。  

原則1： 
地殻から取り出した物質の濃度を
増やし続ける活動に加担しない  

ごみ焼却発電施設におけるCO2回収やCCS技術の普及
を通じて、排出削減に取り組むこと。   

原則2： 
人間社会が作り出した物質の濃度
を増やし続ける活動に加担しない  

プロジェクト受注に際し、生物多様性リスク分析を確
認すること。洋上風力発電が海洋生物多様性に与える
影響や貢献可能性について、大学等と共同研究し、ス
テークホルダーに発信・対話すること。   

原則3： 
自然を物理的な方法で劣化させる
活動に加担しない  

ごみ焼却発電施設について、発電や熱供給にとどまら
ず、リサイクル素材の活用、アート、ガーデン、レク
リエーション機能など、地域社会の基本的ニーズに応
える活用可能性を検討すること。洋上風力発電につい
ても、地域社会や関係者への影響を踏まえた立地や技
術提案を行うこと。  

原則4： 
人々が基本的ニーズを満たそうとす
る行動を妨げる活動に加担しない  

The Sustainability Collaborative Senior Advisorの高見幸子さんから、TCFD・TNFD統合
レポート2025に対する第三者意見をいただきました。高見幸子さんは、The Natural Stepの
持続可能性分析の考え方を基礎に、バックキャスティングの視点および持続可能性4原則を
基準として、カナデビアグループの取組を分析・評価されています。第三者意見では、カナ
デビアグループがサステナブルビジョンとして「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最
大化する」を掲げ、Resilience Eco Society®として将来像を整理している点について、明確
なビジョンからロードマップを描く取組として評価をいただきました。 

あわせて、2030年に向けた提案として、持続可能性4原則に沿った次のような示唆をいた
だいています。(詳細は、付録F参照) 

さらに、環境技術および持続可能なエネルギーに関する知見を活かし、顧客や市場に対し
てコンサルティング機能を提供していく可能性についても提案をいただいています。 

カナデビアグループは、これらの意見を、技術や事業を持続可能性4原則に沿って社会に
実装していくための重要な外部視点として受け止めています。今後も、外部有識者を含むス
テークホルダーからの示唆を、ガバナンス、戦略、リスクとインパクトの管理、指標と目標
の継続的な高度化につなげていきます。第三者意見の全文は、付録Fに掲載しています。 

 

 

表3-2 2030年に向けたご提案 


